
スーダン国

ジュバ市水供給改善計画

準備調査報告書

スーダン共和国
南部スーダン政府水資源灌漑省
南部スーダン都市水道公社

平成２３年３月

(２０１１年)

独立行政法人国際協力機構
（JICA）

株式会社　東京設計事務所
環境

ＣＲ(1)

11-055





序 文

独立行政法人国際協力機構は、スーダン共和国のジュバ市水供給改善計画にかかる協力

準備調査を実施することを決定し、平成 22 年 6 月から 8 月まで株式会社東京設計事務所の

任田直人氏を業務主任とする調査団を組織しました。

調査団は、スーダンの政府関係者と協議を行うとともに、計画対象地域における現地踏

査を実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。

この報告書が、本計画の推進に寄与し、ひいては両国の友好親善の一層の発展に役立つ

ことを願うものです。

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げま

す。

平成 23 年 3 月

独立行政法人国際協力機構

地球環境部

部 長 江島 真也
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要 約

1. 国の概要

スーダン共和国（以下、「ス」国と称する）はアフリカ大陸の北東部に位置し、国土面積

はアフリカ大陸最大の 250.6 万 km2を有し、人口は 3,915 万人（2008 年、人口調査）である。

国土の大部分は広大な平原で、その中央をナイル川と支流が南北に縦断している。北部は

砂漠性の乾燥気候で南部は多湿な熱帯気候に属する。「ス」国では 20 年間以上続いた南北

内戦の後、2005 年 1 月に締結された包括和平合意（CPA: Comprehensive Peace Agreement）

を受けて南部 10 州から成る南部スーダンの行政上の自治が認められた。2011 年 1 月に行わ

れた国民投票では大多数の住民が南部スーダンの分離・独立を支持し、2011 年 7 月に正式

に独立することが決まった。ジュバ市は南部スーダンの首都であり、ハルツームから約

1,200km 南側およびウガンダ国境から約 130km 北側に位置し、ナイル川支流のバハル・エ

ル・ジェベル川に接している。ジュバ市の標高は海抜 450～550m の範囲内にあり、東側に

向かって緩やかに傾斜している。ジュバ市の気候は一年を通して温暖で、雨期(5～9 月)と乾

期があり、年間降水量は約 1,000mm である。

「ス」国の 1 人あたりの GNI は、US$1,220（2009 年、世銀）で、産業構造は１次産業 25.8％、

2 次産業 34.1％、3 次産業 40.1％（いずれも 2008 年、対 GDP 比、世銀）である。農業生産

が盛んで綿花やゴマの世界有数の生産地であるほか、近年は石油資源の輸出に支えられて

高い経済成長率を記録した。しかしながら、巨額の対外債務を抱えて国家経済は困難な状

況にあり、その再建が叫ばれる中で、輸出額の 9 割以上を占める石油収入に過度に依存し

ている産業構造となっているため、非石油産業の発展を通じた経済の安定化が求められて

いる。貧困率は 40％と高く(2004 年推計、世銀)、産業構造の多様化と労働人口の大半が従

事する農業セクターにおいて自給農業から換金作物への転換による農家収益の向上および

物流コスト削減のための交通インフラ整備等が課題となっている。

2. プロジェクトの背景、経緯及び概要

対象地域のジュバ市住民の全人口 40 万人に対して水道水が供給される各戸給水および公

共水栓にアクセスできるのは 34,000 人（2009 年、推定）にすぎず、未だ殆どの住民は、公

共および私設井戸あるいは河川水を給水車で運搬・販売している民間の水売り業者からの

買水に依存している。しかしながら、既存井戸の多くは塩分濃度が高く、また河川水は消

毒されていない飲料に適さない水質であり、多くの住民は安全な水へのアクセスを有して

いない。さらに、水購入にかかる毎月の支出は平均 178 スーダンポンド（SDG）（2010 年、

社会条件調査）と世帯収入の約 10％を占めており、特に低所得者層にとって大きな負担と

なっている。また、下痢や腸チフスなど水系疾病の罹患率が高く、その医療費の負担も大

きい。対象地域での水汲み労働の担い手は婦女子が 92%を占め、公共水栓の利用者の水汲

み時間が平均約 40 分/日であるのに対して、未普及地区では平均で約 3 倍の 1.9 時間/日を要

している。
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既存水道施設は多ドナー信託基金（MDTF: Multi Donor Trust Fund）によって改修され 2009

年 5 月に稼動を開始した浄水施設、および 1972～1980 年に建設され老朽化した管路施設に

より構成される。浄水場の改修により給水水質は改善したものの、ジュバ全人口の水需要

量は 32,000m3/日と見積もられる一方で（開発調査より、既存各戸接続利用者: 31,300 人（90

㍑/人/日）、公共水栓および未普及地域人口：368,700 人（40 ㍑/人/日）、非家庭用水: 全消費

量の 37%、漏水率（無効率）：15%）、浄水処理能力は 7,200m3/日であり需要量の 22%しか賄

えず、水需要と既存施設の供給能力との間には非常に大きな乖離がある。また、既設の配

水管網（総延長: 約 60km）の殆どは老朽化した石綿セメント管であり、漏水事故の多発に

より漏水率（無効率）は 40%程度と推定されており、日常的な断水や水不足が問題となっ

ている。

南部スーダンにおける都市水道は南部スーダン都市水道公社(SSUWC: Southern Sudan

Urban Water Corporation)が運営管理しており、ジュバ市の水道は SSUWC ジュバ支所が施設

の維持管理および料金徴収を行っている。維持管理にかかる技術水準は全般に低く、浄水

場やポンプ場などの日常的な運転のほかに管路施設での漏水事故の補修作業といった限ら

れた予算と能力の中で対応可能な最小限の管理を行っている現状にある。業務管理記録や

維持管理計画がないため、浄水処理のために必要な薬品や消耗品および補修用機材等が不

足することが多く、適切な維持管理が行われていない状況である。

このように、ジュバ市における給水では浄水処理された安全な水へのアクセスを有する

人口が著しく少ないこと、および維持管理能力が低いために水道事業運営の安定性が低い

ことが問題となっている。

こうした背景のもと、「ス」国政府は 2009 年 9 月に、我が国が実施した「ジュバ市水道

事業計画調査（2009 年）」で作成した水道分野のマスタープランを基に、優先プロジェクト

とされた既存浄水場の拡張および配水管網の更新に係る無償資金協力「ジュバ市水供給シ

ステム改善計画」を我が国に要望した。

3. 調査結果の概要とプロジェクトの内容

(1) 準備調査工程

国際協力機構（JICA）は 2010 年 2 月に予備調査（準備調査（その１））を実施し、要望

内容の確認と協力内容の検討を行った。その結果、上水道の普及率が約 8％程度と極めて低

い現状において、安全な水へのアクセスを有する人口を緊急かつ大幅に増加させる必要性

が高いことが確認され、本プロジェクトは公共水栓および給水車を通じて浄水処理された

安全な水を広範囲に供給することを最優先するという基本方針が合意されるとともに、要

望内容の各コンポーネントの必要性や優先度が確認された。
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予備調査で確認された要望内容に基づき、本プロジェクトの概略設計のための準備調査

を実施することとし、JICA は平成 22 年 6 月 23 日から 8 月 7 日まで調査団を現地に派遣し

た。現地調査結果および国内解析を通じて、適正な事業内容の検討、概略設計および概算

事業費の積算を行った。JICAは平成 22年 12月に概略設計概要説明調査団を現地に派遣し、

概略設計概要書に基づいて主管官庁である南部スーダン政府 水資源灌漑省（MWRI/GOSS:

Ministry of Water Resources and Irrigation/ Government of Southern Sudan）および実施機関であ

る SSUWC 等の政府機関との計画内容にかかる説明・協議を行った結果、計画内容は基本的

に了承された。本最終報告書は、上記調査・解析・協議結果を基に作成された。

(2) 上位計画とプロジェクト目標

南部スーダン政府は、給水セクターの上位計画として「水政策（Water Policy）、2007 年」

を位置付け、貧困層を含む都市住民に公平で支払可能かつ信頼できる水道サービスを提供

することを第一の目的としている。また、本プロジェクトは我が国の支援を通じて策定さ

れたジュバ市の上水道分野のマスタープランを基に要望された計画であり、マスタープラ

ンでは 2025 年までに全てのジュバ市民が安全で清澄な給水を受けられることを目標として

いる。

本計画は、ジュバの給水サービスが向上し、対象地域住民の生活環境が改善されること

を上位目標としており、本計画の実施により上位計画である「水政策」の推進に寄与する

ことができる。この中で、本プロジェクトは、浄水場の生産能力を増加させ、これまで浄

水処理された安全な水へのアクセスを有していなかったジュバの対象住民が公共水栓およ

び給水車を通じて安全な水へアクセスできるようになることを目標としている。

(3) 基本方針

本無償資金協力は、給水状況の改善を目的とする南部スーダン側給水施設整備プロジェ

クトの実施に資するため、浄水場で処理された安全な水をより広範囲に供給することを優

先し、給水方式は各戸給水ではなく公共水栓および給水車による給水を通して、より多く

の住民への裨益を図ることを基本方針とする。

現地調査および協議結果を踏まえて、要望内容を検討した結果、協力対象事業に含める

コンポーネントを下表の通りとすることが合意された。

準備調査で確認した協力対象事業の内容

優先

順位

予備調査で確認した要望内容

（2010 年 3 月 5 日付 M/D)

本調査で確認した内容

（2010 年 12 月 10 日付 M/D）

変更状況

1 浄水場の拡張（14,400m3/日） 浄水場の拡張（10,800m3/日） 浄水処理水量の変更

2 配水池の建設（5,000m3/日）、

浄水場から配水池までの送水

配水池の建設（5,000m3/日）、

高架水槽の建設、浄水場から

高架水槽の建設を追加
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優先

順位

予備調査で確認した要望内容

（2010 年 3 月 5 日付 M/D)

本調査で確認した内容

（2010 年 12 月 10 日付 M/D）

変更状況

管の敷設、送水用ポンプの設

置

配水池までの送水管の敷設、

送水用ポンプの設置

3 主要配水管の敷設 主要配水管の敷設 変更無し（但し、給水拠点の

箇所数の変更に伴い、配水管

路を見直した）

4 給水車用給水拠点（6 箇所）お

よび公共水栓（44 箇所）の設

置

給水車用給水拠点（8 箇所）お

よび公共水栓（120 箇所）の設

置

給水拠点箇所数、公共水栓箇

所数の変更

5 老朽化した配水管の更新（約

11km）

建設しない 同コンポーネントの事業効果

を得るために必要となる「ス」

国側政府による給水管の接続

替え工事にかかる実施能力が

不十分であること、さらに無

償資金協力の事業規模の観点

から協力対象事業に含めるこ

とが困難と判断されるため、

本協力対象事業から除外す

る。

6 水質検査施設 調達しない 2010 年から実施中の技術協力

プロジェクトにて対応する方

針であり、本無償資金協力プ

ロジェクトでは調達は行わな

い。

7 給水車 調達しない ジュバ域内で相当数の台数が

個人を含む民間によって稼動

しており、SSUWC が直営で給

水車による給水事業を運営す

る意義は低いと考えられるこ

とから、本プロジェクトでは

調達しない。

8 機材修理用ワークショップ 調達しない 技術協力プロジェクトで対応

を検討する方針であるため、

調達しない。

(4) 全体計画

1) 計画給水区域

ジュバタウン・パヤム、カトール・パヤム、ムヌキ・パヤム、ノーザン･バリパヤムの一

部（グレイ）およびレジャフ・パヤムの一部（ロロゴとグンボ）を含むジュバ都市圏。
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2) 計画目標年: 2015 年

3) 計画給水人口： 355,300 人

4) 給水原単位

① 家庭用水（生活用水）： 26 ㍑/人/日

② 非家庭用水： 含めない（安全な水へのアクセス人口を向上することを優先課題と

しており、公共水栓および給水車による家庭用水の供給を対象とす

る）

(5) 設計概要

建設施設 施設内容 数量

浄水場 ① 取水施設：

フロート式取水施設、取水管φ250mm×3 本（うち 1 本予備）

② 取水ポンプ場：

片吸い込み渦巻きポンプ、4.1m3/min×21m×3 台（うち 1 台予備）、

配電盤、操作盤等

③ 着水井、薬品混和池、フロック形成池、沈殿池：

着水井：83.7m3（滞留時間 10 分）×1 池、薬品混和池：1 池、フロ

ック形成池：水平迂流式×2 池、沈殿池：上向流式、11.9x11.9xH5.7m

（表面積負荷 29.1 分）×2 池

④ 急速ろ過池：

開放型重力式、3.7m×5.2m×6 池（うち 1 池予備）、ろ過速度：123m/

日、洗浄方式：空洗＋逆洗方式

⑤ 薬品注入施設：

凝集剤（固体硫酸アルミニウム）溶解槽および注入設備：3 台（う

ち 1 台予備）、消毒剤（次亜塩素酸カルシウム）溶解槽および注入設

備：各 3 台（うち 1 台予備）、薬品保管室：平均使用量の 30 日分

⑥ 浄水池：

RC 製、矩形、有効容量：4.5x24x2.8mH×2 池＝604.8m3（1.34 時間）

⑦ 送水ポンプ室：

片吸い込み多段渦巻きポンプ、2.5m3/分×76m（55kW）×4 台（う

ち 1 台予備）、配電盤、操作盤等

⑧ 排水処理施設：

沈殿池スラッジの個液分離、5.0x19.0xH0.5m×2 池（表面積負荷：

200mm/分）

⑨ 発電設備

発電容量 500KVA、燃料タンク 5000 ㍑

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

配水池 ① 配水池：

地上式、RC 製、矩形、有効容量：20x32xH4.0m×2 池（5000m3 ）

② 揚水ポンプ設備：

片吸い込み渦巻きポンプ、6.0m3/分×21m（37kW）×4 台（うち 1

台予備）、配電盤、操作盤等

③ 高架水槽：

RC 製、有効容量：540m3×1 池（滞留時間：30 分）

④ 発電設備：

1 池

1 式

1 池

1 式
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建設施設 施設内容 数量

発電容量 200KVA、燃料タンク 2000 ㍑

送水管 ダクタイル鋳鉄管、φ400mm（浄水場内送水ポンプ室～配水池間） 4.9km

配水管 ① 配水本管：

ダクタイル鋳鉄管 φ250～φ500mm

② 配水支管：

高密度ポリエチレン管 φ50～125mm（呼び径、材料規格は外径表

示）

③ 水管橋：φ400mm×支管長 10m、鋼管パイプビーム形式

④ 水管橋：φ350mm×支管長 15m、鋼管パイプビーム形式

⑤ 水管橋：φ100mm×支管長 15m、トラス補剛添架形式

⑥ 既存配水管との緊急連絡管：φ400mm

⑦ 配水管付帯設備：仕切弁、空気弁、排泥弁、スラストブロック等

20.3km

32.5km

1 橋

1 橋

1 橋

1 式

1 式

給水車用給

水拠点

① 給水拠点 No.1：給水栓 6 口、管理小屋 3 棟、場内舗装

② 給水拠点 No.2：給水栓 6 口、管理小屋 3 棟、場内舗装

③ 給水拠点 No.3：給水栓 4 口、管理小屋 2 棟、場内舗装

④ 給水拠点 No.4：給水栓 4 口、管理小屋 2 棟、場内舗装

⑤ 給水拠点 No.5：給水栓 4 口、管理小屋 2 棟、場内舗装

⑥ 給水拠点 No.6：給水栓 4 口、管理小屋 2 棟、場内舗装

⑦ 給水拠点 No.7：給水栓 6 口、管理小屋 3 棟、場内舗装

⑧ 給水拠点 No.8：給水栓 6 口、管理小屋 3 棟、場内舗装

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

公共水栓 レンガブロック造：幅 2m×長 2.5m

給水栓配管：4 栓

水たたきコンクリート：幅 2m×長 2m

120 箇所

4. プロジェクトの工期及び概略事業費

本プロジェクトは、実施設計・入札に約 8 ヶ月、建設工事に約 25 ヶ月が見込まれている。

本協力対象事業を実施する場合に必要となる概略事業費は、34.99 億円（日本側負担分：34.85

億円、「ス」国側負担分：0.137 億円）と見積もられる。

5. プロジェクトの評価

(1) 妥当性

1) 裨益対象および人口

対象地域の人口の 40 万人(2009 年推定)のうち、水道水の普及人口は 34,000 人（2009 年）

に過ぎず、対象地域住民の多くは安全な水へのアクセスを有していない。

本計画では現在の水道未普及地域の貧困層を含む住民が安全な水へのアクセスができる

ことを目的としており、計画給水人口は 355,300 人である。計画目標年次である 2015 年の

給水普及率は、推定人口である 679,600 人（開発調査推定）に対して 52%を占める。
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2) プロジェクト目標とベーシック・ヒューマン・ニーズ（BHN）

現在ジュバ市住民の多くは、河川から取水した浄水処理されていない水を運搬・販売す

る給水車および水質の悪い井戸水に依存せざるを得ず、水系疾病の感染リスクが高いばか

りでなく、水購入のための支出が家計を圧迫している。

本計画は、浄水処理された安全な水を給水することにより住民の生活環境が改善するこ

とを目的としており、対象地域住民の BHN に寄与する。

3) 運営・維持管理技術

計画浄水場は、既存の浄水場と同じ処理プロセスを採用しており、運転操作も既存施設

と同様に現場での手動操作を基本としている。また、本プロジェクトと並行して技術協力

プロジェクトが実施中であり、本計画施設の完成までに水道施設の運営維持管理能力およ

び組織運営に係る能力強化が図られることになっていることから、既存の要員が適切に計

画施設を運転管理することが可能である。

4) 中長期計画目標

南部スーダン政府の優先課題およびその事業費見積に基づき歳出の優先度を定めた

「Expenditure Priorities & Funding Needs (2008-2011)」等において、給水インフラ整備が優先

課題として位置づけられており、南部スーダンの開発政策と整合している。

5) 収益性

本計画は、貧困層を含む多数の住民に裨益することを目的としており、収益性を志向す

る事業ではない。なお、本計画施設の維持管理費を全て水道料金で賄うことを原則として、

給水原価を算出するとともに想定される販売価格を試算した上で、支払可能額にかかる分

析を行ったところ、現在の水購入価格よりも大幅に支出が低減できる試算結果となった。

6) 環境社会配慮

本調査で実施したプロジェクト活動の環境スコーピングの結果、事業実施を通じて深刻

な環境社会影響は生じないと判断された。工事期間中および事業実施後に想定される負の

環境影響に対して、プロジェクトにおいて取りうる緩和策が明らかになっており、それら

の対策が講じられることを条件として事業実施に係る環境認可が 2011 年 2 月に環境省より

発出済みである。
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7) 我が国の無償資金協力の制度による実施可能性

治安状況が顕著に悪化しないことを条件とすれば、特段の困難なくプロジェクトは実施

可能である。

(2) 有効性

1) 定量的評価

指標名 基準値（2010 年） 目標値（2015 年）

日平均生産水量 7,200m3/日 18,000m3/日

浄水処理された安全な水にアクセスできる人口 34,000 人 389,300 人

安全な水にアクセスできる人口普及率 8% 57%

計画対象地域住民の一人当たりの浄水処理された

水使用量

0 ㍑/人/日 26 ㍑/人/日

2) 定性的評価

① 水道水の未普及地域では年間あたり世帯人口の 56%が下痢や腸チフス等の水因性疾病

に感染しており（2010 年、社会条件調査）、安全で安定した水を利用することにより、

衛生状況が改善され水因性疾病の罹患率が低下することが期待できる。

② 対象地域での水汲み労働の 92%は婦女子が担っており、既存の公共水栓利用世帯の水

汲み時間が平均 40 分であるのに対し、未普及地域での水汲み時間は平均 1.9 時間を要

している（2010 年、社会条件調査）。本プロジェクトの結果、水汲み労働が軽減され

て婦女子の社会進出や労働の創出、子供の学習時間が増加することが期待できる。

③ 本計画で建設される水道システムと既存の水道システムとが緊急時の連絡配管で接続

されるため、事故時等における応援給水が可能となり断水被害の度合いが緩和され、

既存システムから給水を受ける約 34,000 人の給水サービスへの信頼性が向上する。

本プロジェクトは、以上の内容により、貧困層を含む 35 万人のジュバ市住民の生活環境

の改善に寄与し、前述のような効果が期待されることから、無償資金協力を実施すること

の妥当性が高く、また有効性が見込まれると判断される。
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写真-1 計画浄水場建設予定地

既存浄水場敷地内に建設する。既存浄水場の建設前に稼動していた旧施設および建設会社の仮設建物等

の撤去が必要である。

写真-2 既存浄水場（取水施設）
フロート式取水施設で取水している。計画施設も

同形式で既存施設の上流側に建設する。

写真-3 既存浄水場（沈澱池）
凝集剤を注入後に上向流式沈澱池で、原水の縣濁

物質を沈降分離する。計画施設も同形式を採用する。

写真-4 既存浄水場（ろ過池）
沈殿池の上澄み水を砂ろ過でろ過する。計画施設

も同形式のろ過池である。

写真-5 撤去対象施設
計画施設用地に旧施設の構造物等が残っている。

日本側負担により撤去/整地を行う。
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写真-6 計画送水管路
浄水場から配水池予定地までの 4.9km の区間に口

径 400mm のダクタイル鋳鉄管を敷設する。

写真-7 計画送水管路（岩の露頭区間）
対象地域は岩が分布していて、一部区間では岩が

地上に露出しているため、管の埋設深さを浅くする。

写真-8 計画配水池建設予定地
メモリアルグランドの北側で議事堂敷地の西隣の用地（4,500m2）の使用許可が取得済みである。

写真-9 配水池予定地の現況
セントラルエカトリア州社会基盤省が所有する土

地で本計画の配水池建設用地として使用許可を取得

済みである。現在は未利用地であるため、土地取得

ともなう住民移転等は生じない。

写真-10 計画配水管路
市内幹線道路では舗装計画が実施中であり本計画

の実施前には多くの区間が舗装化されていると見込

まれる。
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写真-11 計画配水管路
配水管敷設位置は舗装の無い路肩部分とするが、

路肩が狭く、街路樹、看板、水路等がある区間が多

く、相当の区間を車道内に敷設しなければならない。

写真-12 水管橋架設箇所
小河川／水路の横断箇所は水管橋構造とする。

写真-13 給水車用給水拠点予定地
市内に 8 箇所建設する。予定地はいずれも公共用

地であり、土地取得にかかる費用等は生じない。

写真-14 公共水栓予定地
計画給水区域に 120 箇所が選定され、幅 2m×長

5m の敷地内に管理用小屋を建設する。
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SDG Sudanese Pond スーダン･ポンド

SSUWC Southern Sudan Urban Water Corporation 南部スーダン都市水道公社

USAID United States Agency for International

Development

アメリカ国際開発庁
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第1章 プロジェクトの背景・経緯

1-1 当該セクターの現状と課題

1-1-1 現状と課題

スーダン共和国（以下、「ス」国と称する）はアフリカ大陸の北東部に位置し、国土面積

はアフリカ大陸最大の 250.6 万 km2を有し、人口は 3,915 万人（2008 年、人口調査）である。

国土の大部分は広大な平原で、その中央をナイル川と支流が南北に縦断している。北部は

砂漠性の乾燥気候で南部は多湿な熱帯気候に属する。「ス」国では 20 年間以上続いた南北

内戦の後、2005 年に締結された包括和平合意（CPA: Comprehensive Peace Agreement）を受

けて南部 10 州から成る南部スーダンの行政上の自治が認められた。2011 年 1 月に行われた

国民投票では大多数の住民が南部スーダンの分離・独立を支持し、2011 年 7 月に正式に独

立することが決まった。ジュバ市は南部スーダンの首都であり、ハルツームから約 1,200km

南側およびウガンダ国境から約 130km 北側に位置し、ナイル川支流のバハル・エル・ジェ

ベル川に接している。ジュバ市の標高は海抜 450～550m の範囲内にあり、東側に向かって

緩やかに傾斜している。ジュバ市の気候は一年を通して温暖で、雨期(5～9 月)と乾期があり、

年間降水量は約 1,000mm である。

対象地域のジュバ市住民の全人口 40 万人に対して水道水が供給される各戸給水および公

共水栓にアクセスできるのは 34,000 人（2009 年、推定）にすぎず、未だ殆どの住民は、公

共および私設井戸あるいは河川水を給水車で運搬・販売している民間の水売り業者からの

買水に依存している。しかしながら、既存井戸の多くは塩分濃度が高く、また河川水は消

毒されていない飲料に適さない水質であり、多くの住民は安全な水へのアクセスを有して

いない。さらに、水購入にかかる毎月の支出は平均 178 スーダンポンド（SDG）（2010 年、

社会条件調査）と世帯収入の約 10％を占めており、特に低所得者層にとって大きな負担と

なっている。また、下痢や腸チフスなど水系疾病の罹患率が高く、その医療費の負担は、

水道水へのアクセスのある世帯での平均支出が SDG73/人/年に対し、水道水へのアクセスの

ない世帯では 267 SDG /人/年と大きな差が生じている（2010 年、社会条件調査）。対象地域

での水汲み労働の担い手は婦女子が 92%を占め、公共水栓の利用者の水汲み時間が平均約

40 分/日であるのに対して、未普及地区では平均で約 3 倍の 1.9 時間/日を要している（2010

年、社会条件調査）。

既存水道施設は多ドナー信託基金（MDTF: Multi Donor Trust Fund）によって改修され 2009

年 5 月に稼動を開始した浄水施設、および 1972～1980 年に建設され老朽化した管路施設に

より構成される。浄水場の改修により給水水質は改善したものの、ジュバ全人口の水需要

量は 32,000m3/日と見積もられる一方で（開発調査より、既存各戸接続利用者: 31,300 人（90

㍑/人/日）、公共水栓および未普及地域人口：368,700 人（40 ㍑/人/日）、非家庭用水: 全消費
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量の 37%、漏水率（無効率）：15%）、浄水処理能力は 7,200m3/日であり需要量の 22%しか賄

えず、水需要と既存施設の供給能力との間には非常に大きな乖離がある。また、既設の配

水管網（総延長: 約 60km）の殆どは老朽化した石綿セメント管であり、漏水事故の多発に

より漏水率は 40%程度と推定されており、日常的な断水や水不足が問題となっている。

南部スーダンにおける都市水道は南部スーダン都市水道公社(SSUWC: Southern Sudan

Urban Water Corporation)が運営管理しており、ジュバ市の水道は SSUWC ジュバ支所が施設

の維持管理および料金徴収を行っている。職員に対する教育・研修の機会がほとんど無か

ったために、維持管理にかかる技術水準は全般に低く、浄水場やポンプ場などの日常的な

運転のほかに管路施設での漏水事故の補修作業といった限られた予算と能力の中で対応可

能な最小限の管理を行っている現状にある。業務管理記録や維持管理計画がないため、浄

水処理のために必要な薬品や消耗品および補修用機材等が不足することが多く、適切な維

持管理が行われていない状況である。

このように、ジュバ市における給水では浄水処理された安全な水へのアクセスを有する

人口が著しく少ないこと、および維持管理能力が低いために水道事業運営の安定性が低い

ことが問題となっている。

1-1-2 開発計画

南部スーダンの給水セクターの上位計画である「水政策（Water Policy、2007 年 11 月）」

において都市水道に関する政策が示されており、都市水衛生事業に関する原理原則のほか、

貧困層を含む都市住民に公平で支払い可能かつ信頼できるサービスを供給することを第一

の目的として定めるとともに、水道事業体の運営能力や財政強化などの主要課題が示され

ている。

「水政策」において南部スーダン政府（GOSS: Government of Southern Sudan）は、都市水

衛生サービスへの投資を増加させることを表明しており、資本投資需要を満たすために南

部スーダン政府、州政府、地方自治体等の資金に加えて外国援助資金を積極的に活用する

方針である。

また、南部スーダンの水衛生に関するミレニアム開発目標（MDGｓ）では、2015 年まで

に安全な水と基本的な衛生施設に持続的にアクセスできない人口を半減することを目標と

している。

本計画を通じて、安全な水へのアクセス可能な人口が現在の 34,000 人（2009 年推定）か

ら 389,300 人（2015 年計画）に増加することが可能となり、上位計画で定める住民への公

平で信頼できる給水サービスの提供という目標および MDGs の目標達成に貢献することが

できる。
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1-1-3 社会経済状況

「ス」国では 1955 年以来、南北の間で 2 度の内戦が行われ、2005 年 1 月に CPA が合意

され、長期にわたる内戦が終結した。CPA では平和の定着に向けて南部の自治権を尊重し、

6 年間の暫定期間を設けて国民統一政府および南部スーダン政府の発足等を規定している。

2005 年以降「ス」国は国際社会の支援の下、平和の構築・復興に向けた多方面での取り組

みが行われている。和平プロセスの最終段階として 2011 年 1 月に実施された南北分離独立

を問う住民投票では、有権者の 98.8%もの多数が賛成支持したことを受けて南部の独立が政

府により承認され、2011 年 7 月に正式に独立する予定となっている。

「ス」国の 1 人あたりの GNI は、US$1,220（2009 年、世銀）で、産業構造は１次産業 25.8％、

2 次産業 34.1％、3 次産業 40.1％（いずれも 2008 年、対 GDP 比、世銀）である。農業生産

が盛んで綿花やゴマの世界有数の生産地であるほか、近年は石油資源の輸出に支えられて

高い経済成長率を記録した。しかしながら、巨額の対外債務を抱えて国家経済は困難な状

況にあり、その再建が叫ばれる中で、輸出額の 9 割以上を占める石油収入に過度に依存し

ている産業構造となっているため、非石油産業の発展を通じた経済の安定化が求められて

いる。貧困率は 40％と高く(2004 年推計、世銀)、産業構造の多様化と労働人口の大半が従

事する農業セクターにおいて自給農業から換金作物への転換による農家収益の向上および

物流コスト削減のための交通インフラ整備等が課題となっている。

1-2 無償資金協力の背景・経緯及び概要

「ス」国政府は 2009 年 9 月に、我が国が実施した「ジュバ市水道事業計画調査、2009 年

（以下、「開発調査」）」で作成した水道分野のマスタープランを基に、優先プロジェクトと

された既存浄水場の拡張および配水管網の更新に係る無償資金協力「ジュバ市水供給シス

テム改善計画」を我が国に要望した。

本要望に対して、2010 年 2 月に予備調査（準備調査（その１））を実施し、現地の給水事

情、水道事業を運営する SSUWC ジュバ支所の能力、資機材の調達事情、現地の治安状況等

について情報を収集し、要望内容の確認と協力内容の検討を行った。その結果、上水道の

普及率が約 8％程度と極めて低い現状において、安全な水へのアクセスを有する人口を緊急

かつ大幅に増加させる必要性が高いことが確認され、本プロジェクトは公共水栓および給

水車を通じて浄水処理された安全な水を広範囲に供給することを最優先するという基本方

針が合意されるとともに、要望内容の各コンポーネントの必要性や優先度が確認された。

予備調査で確認された要望内容に基づき、2010 年 6 月より本準備調査を実施し、適正な

事業内容の検討、概略設計および概算事業費の積算を行った。事業規模および事業効果等

の観点から協力対象事業として妥当なコンポーネントを検討し、概略設計概要書に基づい

て主管官庁である南部スーダン政府 水資源灌漑省（MWRI/GOSS: Ministry of Water
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Resources and Irrigation/ Government of Southern Sudan）および実施機関である SSUWC 等の

政府機関との協議を行った結果、表 1-1 に示す内容が我が国の協力対象事業とすることが合

意された。

表 1-1 予備調査および本調査で確認された要望内容

優先

順位

予備調査で確認した要望内容

（2010 年 3 月 5 日付 M/D)

本調査で確認した内容

（2010 年 12 月 10 日付 M/D）

1 浄水場の拡張（14,400m3/日） 浄水場の拡張（10,800m3/日）

2 配水池の建設（5,000m3/日）、浄水場から配

水池までの送水管の敷設、送水用ポンプの

設置

配水池の建設（5,000m3/日）、高架水槽の建

設、浄水場から配水池までの送水管の敷

設、送水用ポンプの設置

3 主要配水管の敷設 主要配水管の敷設

4 給水車用給水拠点（6 箇所）および公共水

栓（44 箇所）の設置

給水車用給水拠点（8 箇所）および公共水

栓（120 箇所）の設置

5 老朽化した配水管の更新（約 11km） 実施しない

6 水質検査施設 調達しない

7 給水車 調達しない

8 機材修理用ワークショップ 調達しない

1-3 我が国の援助動向

我が国による南部スーダンにおける給水分野の援助実績は表 1-2 に示す通りである。

表 1-2 我が国の技術協力・有償資金協力の実績（給水分野）

協力内容 実施年度 案件名／その他 概 要

技術協力プ

ロジェクト

2008 年～

2010 年
水供給人材育成計画

「ス」国水道分野の研修事業の運営能

力を強化することを目的とし、研修計

画・実施・評価のためのマニュアル策

定および研修の実施・評価等を行う。

開発調査
2005 年～

2008 年

ジュバ市内近郊地域緊急生活

基盤整備計画調査

内戦後の復興支援として地形図の作

成、都市復興・開発の姿を示したマス

タープランの作成を行った。緊急事業

としてジュバ河川港の整備およびムヌ

キ地区での給水パイロット事業を実施

した。

開発調査
2008 年～

2009 年
ジュバ市水道事業計画

ジュバ都市圏における 2025年を目標年

次とする水道マスタープランの作成お

よび優先プロジェクトに対するフィー

ジビリティ調査の実施、南部スーダン

の水セクターのキャパシティ・ディベ

ロップメントの実施
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協力内容 実施年度 案件名／その他 概 要

研修員受入 2009 年

コース名：スーダン国南部ス

ーダン水道管理行政研修（国

別研修）

人数：3 名

1-4 他ドナーの援助動向

他ドナーによる援助動向は表 1-3 に取りまとめた通りである。

表 1-3 他ドナー国・機関の援助実績（給水分野）

（単位：千 US ドル）

実施年度 援助機関 案件名 金額
援助

形態
概 要

2007 年～

2010 年

多ドナー信託

基金(MDTF)

ジュバ市水道施

設緊急改修事業

20,000 無償 ジュバ市の既存水道施設(浄水

場、病院ポンプ場、高架水槽、

送水管)の改修

2008 年～

2011 年

米国国際開発

庁(USAID)

社会基盤サービ

スプロジェクト

700,000
(総事業費)

無償 ジュバ衛生啓蒙プログラム、

カトール・ムヌキ水道改修、給

水車用消毒塩素供与、給水車給

水拠点建設

2009 年～

2012 年

米国国際開発

庁(USAID)

社会基盤サービ

スプロジェクト

（フェーズ 2）

不明 無償 ワウ市とマラカル市における水

道施設（浄水場、管理棟）の建

設、管理技術向上にかかる技術

支援

2009 年～

2011 年

ドイツ連邦政

府技術協力機

関(GTZ)

南部スーダン都

市水道セクター

能力向上プログ

ラム

不明 技術

援助、

無償

水資源灌漑省に対する行政管理

能力向上のためのアドバイザリ

ー

南部スーダン都市水道公社の本

部および支所を対象とする計

画・運営にかかる技術支援

イェイ市における水道施設およ

び公衆トイレの建設、水・衛生

管理者の設立支援

2010 年～

実施中

多ドナー信託

基金(MDTF)

地方都市上下水

道整備事業

30,000 無償 南部スーダン地方 5 州都の下水

酸化池・トイレの建設、7 州都の

水道整備事業等

2010 年～

実施中

中国政府 地方都市水道整

備事業

6,000 無償 「ス」国統一政府傘下のダム管

理局を実施機関としてダムの付

帯設備としての地方都市の水道

施設を建設する。

南部スーダンではマリディ市、

マラカル市、ボール市が含まれ

る。
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第2章 プロジェクトを取り巻く状況

2-1 プロジェクトの実施体制

2-1-1 組織・人員

(1) 水資源灌漑省

本プロジェクトの主管官庁は南部スーダン政府 水資源灌漑省（MWRI/GOSS: Ministry of

Water Resources and Irrigation/ Governemnt of Southern Sudan）であり、実施機関は同省傘下の

南部スーダン都市水道公社（SSUWC: Southern Sudan Urban Water Corporation）である。MWRI

の組織図を図 2-1 に示す。

図 2-1 MWRI 組織図

(2) 南部スーダン都市水道公社

SSUWC は南部スーダンの都市水道事業の運営維持管理を委任された政府機関であり、図

2-2 に示すとおり本部と 4 つの支所がある。SSUWC の全職員数は 445 名である。

大臣

次官

管理・財務局 水理・調査

局

水資源管

理・調整局

灌漑・排水

局

計画・プロジ

ェクト局

地方農村給

水衛生局

都市水道部

計画・プロジ

ェクト部

南部スー

ダン都市

水道公社
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図 2-2 SSUWC 組織図

(3) 南部スーダン都市水道公社 ジュバ支所

本プロジェクトで建設する施設の維持管理はSSUWCジュバ支所が担当するSSUWCジュ

バ支所の組織図を図 2-3 に示す。ジュバ支所の職員数は 164 名である（2010 年 1 月現在）。

浄水場の運転管理は浄水部が行っていて 3 交代制で運転している。配水部は原則昼間の勤

務であるが夜間の漏水事故時には緊急で夜間作業も行う。

(#1)

浄水部 配水部 財務部 人的資源開発部

(#1)

-機械(2) - 課長 (1, #2) 4

-電気(2) - 会計係 (5)

-板金・溶接 (2) 総務部

-課長 (1)
-台帳管理 (6)
-検針 (7)

63 54

23

19
(注) #1) 副エリア・マネージャーは配水部長と兼任

#2) 財務部長は空席のため会計課長が代行する

(出典） 南部スーダン都市水道公社 ジュバ支局

ジュバ支所
エリア・マネージャー

部長
（空席）

部長 部長
（空席）

部長

部長
収入課

(14)

会計課

(6)

水質試験課

(4)

副エリア・マネージャー

新規接続チーム

(6)

保全チーム (5)

一般労務者 (42)

保全チーム (6)

運転管理チーム

(53)

職員

(3)

職員

(3)倉庫番

(3)

一般職員

(15)

図 2-3 SSUWC ジュバ支所の組織図

2-1-2 財政・予算

本プロジェクトの実施に当たり GOSS の負担事項にかかる費用は MWRI の投資予算から

支出される。MWRI の過去 3 年間の承認予算および執行予算を表 2-1 に示す。人件費および

維持管理費は 18.6～121％/年の割合で増加している。投資予算は 2009 年度に MDTF の事業

理事会

SSUWC 本部

(38 人)

ジュバ支所

(164 人)

ワウ支所

(101 人)

マラカル支所

(86 人)

レンク支所

(56 人)
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実施にかかる南部スーダン側負担分である 34 百万 SDG が計上されたために承認予算額が

大きく増加したが、実際には 2009 年度に執行されなかったために 2010 年度予算に繰り越

されている。GOSS の「承認予算書（2010 年度、Approved Budget 2010）」によると、政府の

優先支出分野の一つに水分野が挙げられており、都市水道をはじめとする給水分野への投

資予算は引き続き従来と同じ水準または増加傾向で推移するものと予想される。

表 2-1 MWRI/GOSS の予算

（SDG）

承認予算額 執行予算額

項 目 2008 年 2009 年 2010 年 2008 年 2009 年

人件費 5,837,112
7,615,448
(+30.5%)

11,791,633
(+54.8％)

3,844,648
6,742,278
(+75.4%)

維持管理費 2,543,204
5,620,580

(+121.0%)
6,668,260
(+18.6%)

5,643,532
7,953,675
(+40.1%)

投 資 4,619,684
39,556,227
(+756.4%)

34,332,362
(-13.2%)

4,162,049
1,461,460
(-64.9%)

合 計 13,000,000
52,792,255
(+306.1%)

52,792,255
(+/-0)

13,650,229
16,139,413

(+18.2%)

注１：予算執行年度は 1 月から 12 月までである。

注２：表中のカッコ内の数字は対前年度比の予算増減率を表す。

（出典）南部スーダン政府 財務経済計画省「承認予算書（2009 年度、2010 年度）」

2-1-3 技術水準

本プロジェクトの主管官庁は MWRI であり、MWRI 次官が実施機関責任者となる。次官

の下、MWRI 計画・プロジェクト局の都市水道部が実務窓口となり、都市水道部の部長お

よび技術職員のほか SSUWC の専門職員が本プロジェクトの南部スーダン側実施組織とし

て配置される予定である。

MWRI は、2008 年の省庁再編以後に実施された都市水道整備に係る外国からの援助事業

を実施してきた経験を有している。MWRI および SSUWC は JICA が実施した開発調査「ジ

ュバ市水道事業計画調査」の責任機関および実施機関でもあり、開発調査に従事した責任

者および技術者が本計画の実施においても配置される予定となっているため、本プロジェ

クトの背景・目的および内容について十分に理解している。また、現在 GTZ の支援により

MWRI の給水・衛生部門の行政管理者および専門職員に対する能力向上が図られている。

従って、南部スーダン側実施機関の技術水準は、本プロジェクトの実施にあたって問題は

ないと考えられる。

2-1-4 既存施設・機材

1972～1982 年に、「ス」国政府は GTZ を始めとする援助機関と浄水施設および配水管網

の改善を行い、その結果浄水施設（以下、旧浄水場）は 5,200m3/日に増加し、旧ジュバ市街
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のほぼ全域（Malakia, Hai Jalaba, Amarat, Kosti, Nimara Talata および Atlabara)をカバーするこ

とができた。包括的和平合意（CPA）が調印されるまでの内戦期間中、この老朽化した上水

道施設を使用してきた。

MDTF による既存施設の緊急改修プロジェクトとして、旧浄水場の建替え（浄水能力

7,200m3/日）および主に政府機関へ給水するための送・配水施設の建設が 2006 年から実施

されてきた。これら施設は 2009 年 5 月末に完成し現在稼働中である。施設の内容は以下に

示すとおりである。

• 浄水場：7,200m3/日（取水ポンプ、薬品注入棟、配水ポンプを含む）

• 病院近くの送水ポンプ場（以後、送水ポンプ場）及び高架水槽（改修）

• 国会議事堂近くの John Garang 記念碑敷地内の高架水槽：250m3

• 送水管（浄水場－病院近くの送水ポンプ場－高架水槽: 口径 300 mm × 4,500 m）

MDTF で建設した施設を含む既存水道システムのフローは図 2-4 に示す通りである。ま

た既存の送水システムおよび給水区域にかかる概略配置図は図 2-5 に示す通りである。

浄水場予定地（既存浄水場用地）

メモリアルグラウ
ンド（既存）

病院配水池用地

取水施設 浄水場 送水ポンプ 送水ポンプ 高架水槽病院配水池

官庁

配水管
網

送水ポンプ 北部/空
港

送水ポンプ 南部 コニョコ
ニョ配水池

送水ポンプ カトール高
架水槽

カトール
（公共水栓)

ムヌキ高架
水槽

ムヌキ
（公共水栓)

配水管
網

Bahr el-
Jebel川

コニョコニョ配水池

既存施設

既存配管

既存給水区域

凡 例

7,200m3/d 210m3, 125m3,
85m3

300m3 250m3

250m3 25m3

図 2-4 水道システムフロー（2011 年 8 月現在）

MDTF で建設した施設の運用に伴い旧浄水場は廃止され、浄水処理は新しい浄水場のみ

で行われている。浄水は浄水場敷地内の浄水池から病院近くの高架水槽まで送水され、さ

らに国会近くのメモリアルグラウンド高架水槽へと送水される。また、浄水の一部は場内

の既存配水ポンプを使用し既存配水管網（主にカトールおよびコニョコニョ地区）及びカ

トール高架水槽に送配水している。また、病院付近の既存配水ポンプ場からも市内にポン

プ配水されている。
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ムヌキ
北部ゾーン

官庁ゾーン

ラバラゾーン

: 浄水場

: ポンプ場 Bahr
コニョコニョゾーン el-Jeber川

: 地上配水池 カトールゾーン

: 高架水槽

: 北部ゾーン

: 官庁ゾーン

: コニョコニョゾーン

: 無給水

P

P

P

P

P

既存
浄水場

病院
高架水槽

高架水槽
（国会議事堂近く）

コニョコニョ
配水池カトール

高架水槽

P

Juba水路

無給水地区

無給水地区

出典：ジュバ市水道事業計画調査、JICA

図 2-5 既存送水システムおよび給水区域の概略配置図

高架水槽は、病院付近とメモリアルグラウンドおよびカトール地区の 3 箇所に位置して

おり、それぞれの配水区に配水している。既存高架水槽／配水池の容量を表 2-2 に示す。

表 2-2 既存配水池／高架水槽の容量

位 置 形式 容 量

病院付近 高架水槽（3 池） 第 1：210 m3

第 2：125 m3

第 3：85 m3

メモリアルグラウンド 高架水槽 250 m3

コニョコニョ 池上式 300 m3

カトール 高架水槽 250 m3

ムヌキ 高架水槽 25 m3

配水管網の総延長は約 60 km である。1930 年代に敷設された亜鉛メッキ鋼管が最も古い

が、現在使用されているのはごく少数である。配水管のほとんどは 1972 年頃に敷設された

アスベスト管であり、既に約 40 年を経過している。これら既存管は衝撃力に対し脆弱であ

り、更に埋設深度が浅いため漏水事故が頻発している。なお、MDTF ならびに USAID が近

年敷設した新設の管路は、塩ビ管を使用している。
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既存水道施設、公共水栓および Bahr el-Jebel 川沿いの給水車給水拠点、および給水区域の

位置図を図 2-6 に示す。

凡 例

給水車の給水点

公共水栓（UWC）

公共水栓（ムヌ
キ）

配水池（ムヌキ）

配管口径

(mm)

既存浄水場

配水池/高架水槽

低給水圧
P

P

P

P

P

既存給水地域

ポンプ場

P

P

図 2-6 既存給水地域
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2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況

2-2-1 関連インフラの整備状況

(1) 道路

ジュバの道路はほとんどが未舗装であり、ジュバ中心部の幹線道路は急ピッチで舗装工

事が進められている。現在、図 2-7 に示す通り市内の幹線道路の 65km を対象とする道路舗

装計画が実施中であり 2011 年内に完成予定とのことである。幹線道路や橋梁および商業地

区にアクセスする補助幹線道路は維持管理の欠如から、総じて劣悪な状況にある。広域道

路網は、ジュバ市内から隣接地域あるいは隣接国に通じている。

図 2-7 幹線道路舗装計画

(2) 電気・通信

2010 年 7 月現在、8 基の発電機が稼動しており、電力供給能力は 12 MW であり、今後 17

MW（13 発電機）まで増強する計画とのことである。一方、現在のジュバの推定電力需要

は 30 MW であり、電力の供給不足が今後も継続する見通しである。

凡 例

ロット 1（30km）

ロット 2（35km）

2008 年 9 月まで

に完成済
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南部スーダンでは固定電話が普及していないため、通常の通信手段は携帯電話が使用さ

れている。その他に政府・民間事務所やホテル等では衛星を利用したインターネットが導

入されているが、一般市民にはほとんど普及していない。

(3) 下水道

下水道はほとんど整備されておらず、し尿はバキュームカーで収集され、Jebel Körök 山

南側の原野にそのまま投棄されている状況であるが、バキュームカーの数も少ない。浄化

槽や簡易掘り込み式簡易トイレの整備も不足しており、ほとんどの住民が空地、道路側溝

や小河川で排泄している。

2-2-2 自然条件

(1) プロジェクトサイトの位置

計画対象地域は、南部スーダンのセントラル・エカトリア州のジュバ郡に属している。

郡はパヤムと呼ばれる行政の最小単位から成り、本計画対象地域はジュバ首都圏を構成す

るジュバタウン、カトール及びムヌキ・パヤムを含む既存の市街地に加え、将来の市街地

として見込まれるレジャフおよびノーザンバリ・パヤムの一部を含む面積約 40km2 の地域

である。ジュバはケニア・ウガンダ・コンゴ共和国への交易の中継地として、Bahr el-Jebel

川の西岸に発展した歴史を持ち、2005 年の CPA 締結後に南部スーダンの首都となった。対

象地域の 2005 年における人口は 25 万人であったが、その後の難民・国内避難民の帰還に

より人口増加が著しく、2009 年の人口は約 40 万人と推定されている（開発調査）。

① ジュバタウン・パヤム

ジュバタウン・パヤムは、東は Bahr el-Jebel 川、西と南は橋を結ぶ道路とジュバ大学前を

北へ Telekeka に向かう道路で他のパヤムとの境界となっている。旧市街中心部、中央政府、

州政府および国際機関の施設、公共施設（病院、学校等）、商業施設や高級住宅地が形成さ

れている。南東の地区には、40 年近くも避難しているコンゴからの難民居住区があてられ

ている。

② カトール・パヤム

地区の中心部には、南部スーダン最大のカトリック教会があり、比較的上級の住宅地区

にコニョコニョマーケットがある。南の部分は Bahr el-Jebel 川岸に近いロロゴ地区 Lologo

Boma を除けば、草地が広がっているが、その草地には最近の帰還民の居住が増えている。

③ ムヌキ・パヤム

ムヌキ地区はジュバタウン・パヤムの西部分にある GOSS の省庁エリアの西側に広がっ

ている。多くの帰還民が居住している。カスタムマーケットがジュバ‐イエイ‐ウガンダ
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を結ぶ道路の終着点付近にある。

④ レジャフ・パヤム

カトール・パヤムの南部で Bahr el-Jebel の両岸に広がる新興の居住地区である。

⑤ ノーザンバリ・パヤム（グレイ地区）

ノーザンバリ・パヤムはムヌキ・パヤムの西側および北側に位置する広範囲の地域で、

対象地域に含まれるグレイ地区はムヌキ・パヤムの西側に急拡大しつつある居住地区であ

る。

(2) 気象条件

ジュバは熱帯性気候に属し、1 年を通して温暖で雨期と乾期を有する。2005 年～2007 年

の降雨記録では、平均年降雨量は約 1,000 mm で、5 月から 9 月の雨期には月間 120mm から

180mm の降雨があり、乾期の 12 月から 3 月までは殆ど雨が降らない。雨期の特徴は、連日

あるいは 1 日中降雨があるわけではなく、降雨は通常 2 時間ほどで終了する。

表 2-3 月間降雨量（2005 年～2007 年）

(mm)

年 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 合計

2007 Nil 1.0 11.8 117.4 178.8 129.8 194.1 125.5 172.0 74.5 55.5 TR 1,060.4

2006 TR 5.5 130.0 40.8 188.0 82.1 60.5 265.0 145.0 80.0 35.5 21.5 1,053.0

2005 0 TR 22.8 103.7 173.0 129.8 189.0 34.5 56.9 90.6 15.2 0 815.0

注: TR=雨量 0.1(mm)以下

出所： Sudan Meteorological Authority

表 2-4 月平均最高／最低気温（2006年）

(℃)

項目 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 平均

最高 38.9 39.5 35.8 35.5 31.3 31.9 31.6 30.5 31.8 33.5 33.5 34.3 34.0

最低 21.9 23.6 23.6 23.9 22.1 21.5 21.1 20.4 20.5 20.8 20.8 18.9 21.6

出所： Sudan Meteorological Authority

(3) 水文

対象地域周辺の主な水域は、市域の南北に流れる Bahr el-Jebel 川とそこに流入する小河川

である。Bahr el-Jebel 川は川幅約 250m～600m で南から北に流れており、下流ではいくつか

の支流が合流し、ハルツーム市内で、エチオピアに発する青ナイル川と合流する。域内の

小河川（北から南へ Luri 川、 Khorbou 川、 Lobulyet 川、 Wallan 川、Kor Ramula 川）はい
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ずれもほぼ西から東に流れ、Bahr el-Jebe 川に流入する。対象地域はこれらの 5 つの小河川

により大きく 5 つ集水域に分けられる。これらの小河川は雨期だけ水が流れ、乾期には干

上がる、いわゆるワジ（Wadi）であり、河床は岩盤が露出している。

Bahr el-Jebel 川の河川流量は 2008 年 1 月以降、スーダン国ダム建設局（Dam Implementation

Unit）が測定している。ジュバでの流量測定地点はジュバ橋の上流である。同地点での 2008

年 1月から 9月までの 45回の測定データによると、同期間における最小および最大流量は、

それぞれ 1,125 m3/秒（97.2 百万 m3/日）および 1,742 m3/秒（150.5 百万 m3/日）である。

Bahr el-Jebel 川には既存浄水場の取水点に水位計が設置されている。表 2-5 に同水位計に

よる 2006 年から 2009 年の年間最高水位、年間最低水位、及び正規分布を仮定して推定し

た 5%危険率の最高、最低水位を示す。

表 2-5 既存浄水場の取水点に水位計による Bahr el-Jebel 川の水位

年 最高水位(m) 最低水位(m)
2006 11.92 11.14
2007 12.90 11.00
2008 12.80 11.22
2009 11.62 10.91

5%危険率の水位 13.03 10.87

注：本計画の標高系では本表の水位に 439.607ｍを加えたものが標高となる。

上表によれば 5%の危険率で最高水位と最低水位の差は 2.16ｍ、最高水位が本計画の標高

で 452.637ｍとなるので、取水施設の河川構造物の設計にあたってはこの水位を考慮する。

(4) 地下水

水理地質学的には、Bahr el-Jebel 川沿いの一部の地域を除いた大部分の地域では地下水開

発ポテンシャルは非常に低い。ジュバは岩盤地帯に位置しているため地下水の賦存量は少

なく、都市水道の水需要を賄うには非常に少ない水源量である。

開発調査ではジュバ市内にある約 400 箇所の公共井戸のうち 89 井戸を対象として、簡易

水質測定器を用いたサンプル調査を実施しており、その結果約 40%の井戸で塩分濃度が飲

料水質基準値を超えており、飲料に適さない井戸も多く存在すると結論付けた。ただし、

飲料不適であっても雑用水としては利用可能であり、地下水は無料で利用可能であること

から、既存井戸は雑用水の水源として住民により継続使用されると想定される。

(5) 地形・地質

計画対象地域の地形は、西部の Kujul 山（Jebel Körök 山: 標高 744 m）から東側の Bahr

el-Jebel 川（標高 450 m）に緩やかに傾斜している地形である。計画地域は、片麻岩の露頭
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が偏在する Bahr el-Jebel 川の沖積層地域に位置する。地域には雨期のみ水が流下する 5 小河

川がある。雨期の洪水時に Bahr el-Jebel 川沿いの地域で一時的に水没する地区がある。計画

給水区域の標高は+455m～510m の範囲にある。

ジュバの北方では堆積岩が原生界片麻岩を覆い分布しており、ジュバ周辺でも原生代の

片麻岩が分布し、Bahr el-Jebel 川沿いの狭い範囲に沖積層が存在する。ジュバは丘陵上に位

置しており、市内の所々で岩盤が露出している。また、沖積層は試掘調査において旧河道

に層厚 8 m ほどで砂層の分布が確認された他、空港の北側に段丘堆積物が分布する。

開発調査(2009 年）において既設浄水場敷地内にある増設予定地で 2 本のボーリング調査

が実施されており、地層構成、地質分析、地下水位置等の資料が入手できたが、平面測量

が実施されておらず、この資料だけでは地形と構造物支持盤（風化片麻岩 N 値=79~300）の

相対的関係を確認し、増設施設の基礎構造、寸法を確定できないと判断された。このため

本調査で平面測量と併行して構造物支持盤となる風化片麻岩の位置を特定するための調査

ボーリングを実施した。本プロジェクトにて建設される浄水場の予定地の地質縦断図は図

2-8 に示す通りであり、地表より構造物の基礎となる岩盤までの深度は約 4～6ｍであること

を確認した。構造物の基礎構造としては地表より風化片麻岩表面下 0.5m~1.0m まで掘削し

てフーチング基礎とするか、もしくは杭基礎としてその先端を風化片麻岩に 0.5m~1.0m 程

度貫入させるか等の案が考えられる。基礎構造の選定にあたっては上記の地質条件だけで

なく、地下水位が高い（地表下 2.3m）こと、用地が狭いことも念頭において検討する必要

がある。

配水池建設予定地点では構造物支持層（風化片麻岩）が地表下 2.5 m に分布しているもの

と思われ、施設の基礎形式は直接基礎で問題ないと思われるものの、配水池（5､000 m3）の

基礎はおよそ 1,000 m2 前後となりかなり広範囲に及ぶことから、配水地の配置、高さの決

定に先立ち支持層の位置、分布、傾斜等の情報を入手して、過度な岩盤掘削を避け機能的、

経済的な設計を行うために、テストピットによる支持層の確認調査を実施した。その結果

構造物を支持する岩盤は地表下 1.0~1.7m と比較的浅い位置にあることを確認した。

(6) 植生、動物、生態系

FAO 作成のスーダン全域の植生図によると、対象地域の本来の植生はサバンナ草原と森

林で構成されていた。しかし、内戦で植生は大幅に変貌した。わずか 10 年以上前まではこ

の地域には比較的豊かな森林があったが、内戦で多くの大木が軍事用や薪炭材として伐採

され、森林は破壊された。これにより、鳥類などの多くの小型野生生物も消失した。現在

は川岸にわずかに森林植生が残るのみである。しかし、マンゴー、パパイヤなどの果樹や

ニームなどの有用樹木が市内の随所にみられる。また、Bahr el-Jebel 川には、漁獲対象の魚

類やワニ、水鳥などさまざまな生物が生息する。ただし、希少生物種であるナイルワニな

どの分布状況は不明である。
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2-2-3 環境社会配慮

本プロジェクトは、施設建設に伴い用地取得および非自発的住民移転等の発生可能性が

予想されることから、JICA 環境社会配慮ガイドラインにおいてカテゴリーB に分類された。

プロジェクトの建設段階および建設後において、サイト及びその周辺に与える環境社会面

での負の影響およびプロジェクトにおいて取りうる緩和策を表 2-6 および表 2-7 に示す。

表 2-6 建設段階で想定される負の影響と緩和策

項目 負の影響 緩和策

景観 重大な負の影響は予想されな

い

 周辺住民等からの苦情を受け付ける窓

口を設置する

大気汚染 粉塵や排気ガスの発生  建設現場で散水による粉塵制御

 建設機械の予防保守

 建設機械等の慎重な運転と速度規制

 苦情窓口を設置し、苦情の内容等をモニ

タリングする

 必要に応じて大気汚染（粉塵）のモニタ

リング

騒音・振動 重機類による騒音と振動の発

生

 工事工程と内容の公表

 建設機械等の慎重な運転と速度規制

 騒音のモニタリング

動植物 浄水場内または配管路線沿い

での伐木はほとんど無い

 伐木を可能な限り回避する

 伐木が不可避な場合は、建設工事後に植

樹する

交通/公共施

設

資材／建設廃材の搬入・搬出

に伴い輸送道路沿いに健康影

響、大気汚染、騒音・振動の

おそれ

 工事内容と工程にかかる公告

 警備員や交通整理員の配置

 建設作業員、給水車の運転手および住民

への交通規則にかかる教育

 散水

 荷台の覆蓋

 周辺住民等からの苦情を受け付ける窓

口を設置する

 建設機械等の慎重な運転と速度規制

 建設機械の予防保守

廃棄物 建設廃材・残土の廃棄  再利用の促進

 土捨て場など適切な処分場での廃棄処

分
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表 2-7 建設後の運転段階で想定される負の影響と緩和策

項目 負の影響 緩和策

騒音・振動 空気ブロアー、ポンプおよび

発電機からの騒音が生じる

 対象施設を建屋内に格納することによ

り騒音レベルを低減させる

 騒音をモニタリングする

水質汚染

公衆衛生

水使用形態は現状と同じであ

り、当面は排水量の増加はほ

とんどない

 長期的には、適切な排水処理および処分

にかかる計画が必要である

汚泥処分 沈殿池から引き抜かれる発生

汚泥は有害物質ではない

 沈殿池からの汚泥は汚泥濃縮槽で濃縮

する

 濃縮汚泥は真空ポンプでトラックに搬

出し、適切な埋め立て処分場に廃棄処分

する

河川水ポン

プ業者の失

業

給水車給水拠点の稼動に伴

い、いくつかの河川水ポンプ

業者の仕事が無くなる

 影響を受けるポンプ業者は事業実施期

間にプロジェクトの諸活動について情

報提供される

 給水車給水拠点の維持管理にかかる入

札公示される場合は、ポンプ業者にも通

知される

給水車給水

拠点および

公共水栓で

の停滞水

給水車給水拠点および公共水

栓の稼動により、周辺部に停

滞水が生じる

 設計段階で適切な排水設備を考慮する

 周辺に停滞水が発生しないように適切

な運転管理を行う

南部スーダンの環境保護法は現時点ではドラフトであり施行されておらず、手続の詳細

も明文化されていない。南部スーダン政府 環境省によると、本プロジェクトに関しては同

法に則り、プロジェクトの内容を説明するプロジェクト・ブリーフを環境省が審査した上

で環境認可を発出することになっている。プロジェクト・ブリーフは水資源灌漑省より 7

月 29 日付で環境省へ提出されており、2011 年 2 月に環境省から事業に伴う負の影響に対す

る緩和措置を講じることを条件に環境認可が発出されている。

2010 年 7 月 28 日に水資源環境省および SSUWC の共催によるステークホルダー・ミーテ

ィング（SHM）が開催された。SHM では以下の内容に関する協議が行われ、本計画の実施

にかかる関係者間での基本的合意が得られた。（議事録は添付資料－6 を参照）。

・ プロジェクトの基本構想、概要

・ プロジェクトの実施により予想される正負のインパクト

・ 予想される負のインパクトに対して取りうる緩和策

・ 施設計画用地の利用状況と所有者に関する確認

計画用地のうち、配水池予定地は、セントラル・エカトリア州政府の所有地であり州政

府の社会基盤省は当該土地の各省庁への配分計画を策定済みである。MWRI はその一画を
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配水池用地として使用するための許可を申請し、2010 年 12 月 17 日付けで州政府より図に

示す区画 23 番の 4500m2（50m×90m）の使用許可が得られた。

(資料) セントラル・エカトリア州社会基盤省からの土地利用許可、2010 年 12 月

図 2-9 土地利用許可が得られた配水池用地（区画 23 番）
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第3章 プロジェクトの内容

3-1 プロジェクトの概要

3-1-1 上位目標とプロジェクト目標

南部スーダン政府は、給水セクターの上位計画として「水政策（Water Policy）、2007 年」を

位置付け、貧困層を含む都市住民に公平で支払可能かつ信頼できる水道サービスを提供するこ

とを第一の目的としている。また、本プロジェクトは我が国の支援を通じて策定されたジュバ

市の上水道分野のマスタープランを基に要望された計画であり、マスタープランでは 2025 年

までに全てのジュバ市民が安全で清澄な給水を受けられることを目標としている。

本計画は、ジュバの給水サービスが向上し、対象地域住民の生活環境が改善されることを上

位目標としており、本計画の実施により上位計画である「水政策」の推進に寄与することがで

きる。この中で、本プロジェクトは、浄水場の生産能力を増加させ、これまで浄水処理された

安全な水へのアクセスを有していなかったジュバの対象住民が公共水栓および給水車を通じ

て安全な水へアクセスできるようになることを目標としている。

3-1-2 プロジェクトの概要

本プロジェクトは、上記目標を達成するために上水道施設を建設する計画である。その成果

として、浄水場の処理能力の増強および送配水施設の整備が行われる。協力対象事業は、浄水

場、配水池、送配水施設、公共水栓および給水車用給水拠点を建設する。本事業の概要は表 3-1

のプロジェクト・デザイン･マトリックス（PDM）にまとめた通りである。
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表 3-1 プロジェクトの概要

対象地域：スーダン国南部スーダン、ジュバ

プロジェクトの要約 指 標
指標データ

入手手段
外部条件

上位目標

給水サービスが向上し、対象

地域住民の生活環境が改善

される

- 地域住民の水購入費

- 水因性疾患罹患率

- 乳幼児死亡率

アンケート調査等

保健省統計

SSUWC 事業報告書

「ス」国の水道整備

に関わる政策に変

更がない

プロジェクト目標

飲料可能な水の供給量が増

加し、これまで安全な水への

アクセスを有していなかっ

た対象住民が公共水栓およ

び給水車を通じて安全な水

へアクセスできるようにな

る

- 給水人口が 34,000 人(2010

年)から 389,300 人（2015 年）

に増加する。

- 現在安全な水へのアクセス

を有していない計画対象の

住民が利用できる安全な水

の使用量が現在の 0 ㍑/人/日

から 26 ㍑/人/日に増加する。

- 公共水栓/給水拠点から給

水される水質が水質基準に

合致する。

SSUWC 事業報告書

アンケート調査

建設された施設の

運営・維持管理が継

続的に実施される

成 果

- 浄水場の処理能力が増強

される

- 送水能力が増強される

- 貯水能力が増強される

- 配水能力が向上する

- 末端給水システムが改善

される

- 浄水生産水量が現在の

7,200 m3/日（2010 年）から

18,000m3/日に増加する。

- 送水管延長が現在の 4.5km

（1 系統）から 9.4km（2 系

統）に増加する。

- 配 水 池 容 量 が 現 在 の

1,245m3 から 6,245m3 に増加

する。

- 配水管の総延長が現在の

60km から 112.8km に増加す

る。

- 計画給水区域に新たに 120

箇所の公共水栓が整備され

る。

- 計画給水区域に新たに 8 箇

所の給水車給水拠点が整備

される（合計栓数：40 栓）。

施設運転記録

顧客台帳記録

施設運転記録

必要な運転･維持管

理費が確保される

投 入
「ス」国側予算が確

保される

活 動

- 既存浄水場の拡張

- 送水管の敷設

- 配水池/高架水槽の建設

- 配水管の敷設

- 公共水栓の設置

- 給水車給水拠点の設置

日本側*

施設建設・改修資金

設計･建設技術者（コンサル

タント、建設業者）

「ス」国側**

「ス」国側負担分資

金（用地取得、運

営・運転維持管理

等）

設計･建設技術者

（実施機関カウン

ターパート技術者)

前提条件

「ス」国側分担費用

の準備が整う

建設予定地にかか

る用地選定と使用

許可が取得される

（注）*：我が国無償資金協力の範囲 **：「ス」国側分担範囲



3-3

3-2 協力対象事業の概略設計

3-2-1 設計方針

(1) 基本方針

本無償資金協力は、給水状況の改善を目的とする南部スーダン側給水施設整備プロジェクト

の実施に資するため、浄水場で処理された安全な水をより広範囲に供給することを優先し、給

水方式は各戸給水ではなく公共水栓および給水車による給水を通して、より多くの住民への裨

益を図ることを基本方針とする。また、本計画では家庭用水のみを対象とし非家庭用水の供給

は含まない。

計画給水人口は、2009 年に実施された開発調査で策定されたマスタープランの給水計画にお

いて、2015 年での公共水栓および給水車にアクセス可能となる人口として計画された 355,300

人とする。

現地調査および協議結果を踏まえて、要望内容を検討した結果、表 3-2 に示すコンポーネン

トを協力対象事業に含めることが合意された。

表 3-2 確認された要望内容

優先

順位

予備調査で確認した要望内容

（2010 年 3 月 5 日付 M/D)

本調査で確認した内容

（2010 年 12 月 10 日付 M/D）

変更状況

1 浄水場の拡張（14,400m3/日） 浄水場の拡張（10,800m3/日） 浄水処理水量の変更

2 配水池の建設（5,000m3/日）、

浄水場から配水池までの送水

管の敷設、送水用ポンプの設

置

配水池の建設（5,000m3/日）、

高架水槽の建設、浄水場から

配水池までの送水管の敷設、

送水用ポンプの設置

高架水槽の建設を追加

3 主要配水管の敷設 主要配水管の敷設 変更無し（但し、給水拠点の

箇所数の変更に伴い、配水管

路を見直した）

4 給水車用給水拠点（6 箇所）お

よび公共水栓（44 箇所）の設

置

給水車用給水拠点（8 箇所）お

よび公共水栓（120 箇所）の設

置

給水拠点箇所数、公共水栓箇

所数の変更

5 老朽化した配水管の更新（約

11km）

建設しない 同コンポーネントの事業効果

を得るために必要となる「ス」

国側政府による給水管の接続

替え工事にかかる実施能力が

不十分であること、さらに無

償資金協力の事業規模の観点

から協力対象事業に含めるこ

とが困難と判断されるため、
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優先

順位

予備調査で確認した要望内容

（2010 年 3 月 5 日付 M/D)

本調査で確認した内容

（2010 年 12 月 10 日付 M/D）

変更状況

本協力対象事業から除外す

る。

6 水質検査施設 調達しない 2010 年から実施中の技術協力

プロジェクトにて対応する方

針であり、本無償資金協力プ

ロジェクトでは調達は行わな

い。

7 給水車 調達しない ジュバ域内で相当数の台数が

個人を含む民間によって稼動

しており、SSUWC が直営で給

水車による給水事業を運営す

る意義は低いと考えられるこ

とから、本プロジェクトでは

調達しない。

8 機材修理用ワークショップ 調達しない 技術協力プロジェクトで対応

を検討する方針であるため、

調達しない。

(2) 自然環境条件に対する方針

 ジュバは熱帯性気候に属し、1 年を通して温暖で雨期と乾期を有する。降雨は通常 2 時間

ほどで終了し、短期間で降雨強度が強いことから、管路敷設工事などの掘削箇所が短期間

で水没して埋め戻し材が流出したり、管材が浮上することが考えられ、管敷設工事におい

ては掘削後の管敷設・埋め戻しの工程が当日中に完了するようなサイクルで計画する。

 2006 年の月別気温より、年間平均最高気温は 34℃、最低は 21.6℃である。気温差は日中

の高温と夜間の低温に起因する。特に高温条件に留意して、暑中条件でのコンクリート打

設・養生の施工管理を行う。また骨材の保管方法にも配慮し練り混ぜ時のコンクリート温

度をできるだけ低く抑える必要がある。

 計画給水区域の標高は+455m～510m の範囲にある東西方向に緩やかに傾斜する地形であ

り、配水池予定地（標高+509m）に計画する高架水槽より自然流下方式で一つの配水区と

して配水が可能である。

 ジュバの北方では堆積岩が原生界片麻岩を覆い分布しており、ジュバ周辺でも原生代の片

麻岩が分布し、Bahr el-Jebel 川沿いの狭い範囲に沖積層が存在する。対象地域は丘陵上に

位置しており、市内の所々で岩盤が露出している。特に配管敷設では管の埋設深度を浅く

して岩掘削の施工量を減らしコスト縮減を図る。

 浄水場建設予定地は沖積層が分布しており、支持層となる風化片麻岩が 4～6m の深度にあ

ることから、杭基礎で構造物の荷重を直接岩盤に支持させる。

 配水池建設予定地では地盤が良いので、直接基礎（ベタ基礎）とする。
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(3) 社会経済条件に対する方針

 CPA 締結後のジュバの治安状況は比較的落ち着ついており、2011 年 1 月の国民投票も平和

裏に行われたものの、2 月以降も北部との国境付近での衝突や軍内部の暴動事件が起きる

など、今後も不安定な治安状況が継続すると考えられる。事業実施にあたっては、プロジ

ェクト関係者は常に積極的な情報収集に努め、安全管理に十分に注意する必要がある。

 内戦後の復興途上にある中、インフラ整備をはじめとする多くの事業が展開されていて現

況が変化しやすい状況にあることから、関連施設の整備計画にも留意する必要がある。特

に、現在ジュバ市の幹線道路の舗装計画（Urban Streets Rehabilitation Project in Juba）が実

施中であり、配水本管のほとんどの路線は同計画道路沿いに敷設することになるため、道

路計画が完成していることを想定して本計画の管路設計を行う必要がある。

 本計画で建設を予定する公共水栓の候補地は公道路脇のパヤム管理用地であることを確

認しているが、二次本管（配水本管の分岐点から公共水栓までを繋ぐ配管）の路線は未整

地の未舗装道路である場合が多く、将来の道路整備に伴い現況道路の線形が見直される可

能性がある。この場合、本計画で敷設する二次本管が将来道路の線形と異なる可能性があ

るため、本計画では、詳細設計時に道路計画をパヤム･レベルで再確認するとともに、二

次本管の管材は柔軟性があって施工時の状況変化に対応しやすい高密度ポリエチレン管

を採用する。

(4) 建設事情/調達事情に対する方針

 南部スーダンでは土木資材をはじめとするほとんどの工業製品を隣国のケニア／ウガン

ダから輸入していて、工業製品の適用規格の多くは BS（British Standard: 英国規格）が中

心となっている。本計画でも隣国からの資材の調達を想定しており、品質管理や施工の容

易さを考慮して BS 規格を中心に検討し、他の国際規格の製品を使用する場合には BS と

の互換性を考慮する。

 現地で調達可能な資材は、砕石／砂／木材／ガソリン／軽油程度であり、その他の建設資

材(セメント、鉄筋、型鋼、合板、管材等)は全て外国から輸入する必要があり、輸送コス

ト、調達期間を抑えるためには隣国のケニア、ウガンダでの調達を中心に検討し、品質及

ぶ購入価格を確認の上、調達先を決定する。

 多くの資材が輸入品であり輸送費が調達コストに大きな割合を占めるほか、調達期間が建

設工程に影響するため、輸送方法・経路・期間を的確に施工計画に反映する。

(5) 現地業者（建設会社、コンサルタント）の活用に係る方針

 南部スーダンでは主としてドナーの支援によるインフラ整備事業が行なわれていて、その

施工業者はケニア／ウガンダ／統一スーダンの建設会社である。いずれも技術者および技

能工は外国人（統一スーダンを含む）が従事していて、南部スーダンの人材は単純労働に

従事している。本計画でも外国人世話役、熟練工の下で現地労働者は単純労働に留める。

 水道工事を含む土木建設工事の施工実績・能力のある南部スーダンの現地業者は無く、現
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地で施工実績のある外国籍の建設会社を日本の施工業者の下請けとして活用する。

(6) 運営・維持管理に対する対応方針

 水道施設の運営・維持管理は SSUWC が実施するが、全般に施設の運転管理／財務管理等

の能力が低く、本計画と併せて実施中の技術協力プロジェクトを通じて、施設建設完工ま

でに浄水場の運転管理能力の強化、および料金徴収体制の強化に向けた検討、公共水栓／

給水車給水車拠点の管理体制の設立支援等が行われることになっており、本計画による施

設建設の完了までに施設の維持管理に必要となる能力は強化されると考えられる。

 公共水栓は管理者が常駐して料金徴収を行う必要があり、管理人のための日除け／雨除け

および管理人の不在時の不正利用を防ぐ目的で、水道メーター、給水バルブおよび料金台

帳等を格納できる小屋状の建屋（キオスク）を建設する。

 給水車給水拠点でも、管理者が常駐して料金徴収を行うため、公共水栓と同様に小屋状の

建屋を建設する。

(7) 施設、機材のグレードの設定に係る方針

 「ス」国には浄水場設計に係る設計基準は存在せず、過去の資金援助プロジェクトでは援

助供与国の基準が適用されている。したがって、本プロジェクトでは「日本水道施設設計

指針（2000 年）」に準拠した施設設計を行う。

 飲料水の水質基準については南部スーダンで適用される予定である南部スーダン飲料水

質基準（案）を適用する。

 本計画で建設する浄水場は、原則として既存浄水場と同じ処理方式とし、操作手順など既

存の維持管理技術との整合性を図る。

 ポンプ等の機械類の制御は既存施設と同様に現場操作のみとする。バルブ類の操作も既存

施設と同様に手動方式とする。

 電力供給事業が不安定であり、浄水場および配水池にそれぞれ非常用発電機を設置する。

 配管敷設工事を浅層埋設とする方針であること、および未舗装道路への敷設も多く含まれ

ることを考慮して、管材は耐久性があり可とう性のあるダクタイル鋳鉄管（口径 250mm

以上）および曲げ性能に優れる高密度ポリエチレン管（口径 200mm 未満）を採用する。

(8) 工法/調達方法、工期にかかる方針

 本プロジェクトの実施計画は B 国債を前提としており、詳細設計から完工まで約 33 ヶ月

が見込まれる（詳細設計：8 ヶ月間、施工期間：25 ヶ月間）。

 浄水場の諸施設（沈殿地、ろ過池、浄水池等）、配水池及び高架水槽等については水密性

の高いコンクリート構造物とすることが求められる。この為コンクリートの配合、練混、

運搬、打設、養生までの各過程における施工管理、品質管理はこの点に特に留意して計画

する。

 工程を検討する際は建設機械及び資機材の調達期間を考慮する。本プロジェクトの主な工
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事は浄水場、配水池・高架水槽の建設と配管工事である。配管工事は浄水場及び配水池の

工事進捗と調和が取れるように 8 班編成で工事を進めることとした。

 配管工事は主に公道上もしくは公道沿いの工事になる為、一般通行車両、通行人、近隣住

民に与える不便、不快を極力低減するように施工計画とする。

3-2-2 基本計画（施工計画）

(1) 全体計画

1) 計画給水区域

本計画の計画給水区域は、マスタープランの対象地域と同じくジュバタウン・パヤム、カト

ール・パヤム、ムヌキ・パヤム、ノーザン･バリパヤムの一部（グレイ）およびレジャフ・パ

ヤムの一部（ロロゴとグンボ）を含むジュバ都市圏とする。

本調査においてムヌキ・パヤムとノーザンバリ・パヤムとの行政界を確認したとこ

ろ、開発調査で計画していたグデレ地区はムヌキ・パヤムに属し、またグデレ以西は

グレイ地区と呼ばれノーザンバリ・パヤムに属することを確認した。従って、本計画

での対象地域内においてムヌキ・パヤムとノーザンバリ・パヤムの行政界を変更する。

ただし、全体の給水区域に変更はないため人口推計など給水計画を策定する上での変

更は生じない。

図 3-1 計画給水区域

レジャフ・パヤム

カトール・パヤム

ジュバタウン

・パヤム

ムヌキ

・パヤム

ノーザンバリ

・パヤム
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2) 計画目標年

計画目標年は、マスタープランで策定した優先プロジェクトの目標年次である 2015 年とす

る。なお、2015年までに安全な水へのアクセスの無い人口を半減することを目指す南部スーダ

ンのミレニアム開発目標（MDG）の目標年次と合致している。

3) 人口予測と計画給水人口

開発調査において推定した人口予測結果を採用し、マスタープランの給水計画において公共

水栓および給水車にアクセス可能な人口と計画された355,300人を本計画における計画給水人

口とする。

図 3-2 2015 年の人口予測および計画給水人口にかかる本計画とマスタープランとの関係
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4) 給水原単位

① 家庭用水（生活用水）

開発調査では、2015 年での計画一人一日当たり家庭用使用水量の目標値を各戸接続および公

共水栓／給水車とでそれぞれ 90 ㍑/人/日および 40 ㍑/人/日と設定した。ただし、公共水栓／給

水車を利用する場合は、無料で利用できる公共井戸が継続利用されると仮定して水使用量の 40

㍑のうち 30%(12 ㍑/人/日)は公共井戸でカバーされると仮定している。すなわち、一人当たり

の水道水使用量は 28 ㍑/人/日（＝40 ㍑－12 ㍑）で計画している。本調査で実施した社会条件

調査より公共井戸の使用水量を試算したところ、水道水へのアクセスの無い世帯全体での一人

あたりの公共井戸の水消費量は 11.2 ㍑/人/日という結果となった。また、途上国の公共井戸の

一人当たり給水量として一般的とされる 10～15 ㍑/人/日（平均 12 ㍑/人/日）※とも概ね合致し

ており、妥当な値と考えられる。

表 3-3 社会条件調査から推定される水道未普及地域での一人当たり公共井戸の使用水量

項 目
調査結果

／推定値
摘 要

[A] 水道水へのアクセスの無い世帯数 166 世帯 100％

[B] 公共井戸を利用している世帯数 99世帯 [B]／[A]＝60％

[C] 公共井戸を主水源（調理・飲料水および

雑用水）とする世帯数

45世帯 [C]／[A]＝27％

[D] 公共井戸を調理・飲料水とし、そのた水

源を雑用水利用する世帯数

54世帯 （[B]－[C])／[A]＝33％

[E] 一人当たり水使用量（平均） 29.4 ㍑/人/日 アンケート結果より

[F] 公共井戸を主水源として利用する世帯

（[C]）の一人当たり井戸水使用量

29.4 ㍑/人/日 [E]と同一

[G] 公共井戸以外の補助水源を利用する世

帯（[D]）の一人当たり井戸水使用量

9.8 ㍑/人/日 [E]の 1/3 と仮定

[H] 水道水へのアクセスのない世帯全体の

平均一人当たり井戸水使用量

11.2 ㍑/人/日 [F]×27％＋[G]×33％

※ Small Community Water Supplies: Technology of Small Water Supply Systems in Developing Countries, Technical
Paper Series 18, p40, International Water and Sanitation Center, 1983

本調査で実施した社会条件調査の水使用量に関する結果は表 3-4 に示すとおりである。同調

査では、雨期および乾期における用途別の生活用水使用量を調査しており、飲料/調理用水とし

て 6.8～8.9 ㍑/人/日（数字の範囲は雨期と乾期）およびその他用水として 19.4～21.5 ㍑/人/日で

あり、合計すると一人当たり 26.2～30.4 ㍑/人/日が使用されているという結果となった。

また、現在の水利用状況の問題点として約 22％の住民が水量不足を挙げている。給水状況が

改善した場合に現在よりも多く使いたいと考える水量としては、料金が同じ場合で+22 ㍑/人/

日、料金が下がった場合は+23.6 ㍑/人/日という結果となっており、22％の人口が不足水量であ

る+23 ㍑/人/日を必要としていると仮定すると、全体で不足している水量は+23 ㍑/人/日×22％

＝+5.1 ㍑/人/日と計算され、現在の使用量である約 30 ㍑/人/日に対して 35 ㍑/人/日が適正な水
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量であると試算される。さらに 10％程度の使用量を計画値として考慮すれば、マスタープラン

で 2015 年の目標水使用量として策定した一人当たり水使用量の 40 ㍑/人/日は妥当な値である

と考えられる。

表 3-4 本調査で実施した社会条件調査結果の概要（水使用量に関する結果）

調査実施時期 2010 年 7 月

調査対象世帯数 200 世帯

平均世帯人数 7.2 人/世帯

水使用量 乾 期 雨 期

飲料/調理用水 64 ㍑/世帯/日（8.9 ㍑/人/日）

･･･一日あたり使用量の 29％

49 ㍑/世帯/日（6.8 ㍑/人/日）

･･･一日あたり使用量の 26％

その他生活用水 155 ㍑/世帯/日（21.5 ㍑/人/日）

･･･一日あたり使用量の 71％

140 ㍑/世帯/日（19.4 ㍑/人/日）

･･･一日あたり使用量の 74％

合 計 219 ㍑/世帯/日

（30.4 ㍑/人/日）

189 ㍑/世帯/日

（26.2 ㍑/人/日）

飲料用水源の種類

（複数回答）

水道水

・各戸接続:15 世帯（7.5％）

・公共水栓:20 世帯(10％)

水道水以外

・公共井戸:102 世帯(51％)

・ボトル水:26 世帯(13％)

・給水車 :112 世帯(56％)

・水売り :9 世帯(4.5%)

・雨 水 :20 世帯(10％)

雑用水源の種類

（複数回答）

水道水

・各戸接続:12 世帯（6％）

・公共水栓:19 世帯(9.5％)

水道水以外

・公共井戸:49 世帯(24.5％)

・ボトル水:2 世帯(1％)

・給水車 :137 世帯(68.5％)

・水売り :8 世帯(4%)

・雨 水 :57 世帯(28.5％)

サービスが改善し

た場合、現在より

も多く利用したい

水量

料金が同じ場合

+159 ㍑/世帯/日

（+22 ㍑/人/日）

料金が下がる場合

+170 ㍑/世帯/日

(+23.6 ㍑/人/日)

ここで、本計画施設の浄水場の処理能力は後述するとおり 10,800m3/日となっており、表 3-5

に示す計算によると一人一日当たりの供給可能量は 26 ㍑/人/日となる。

表 3-5 本計画における一人一日あたり水道水供給可能量

項 目 計画値 摘 要

[A] 浄水場処理能力 10,800m3/日 後述で検討する

[B] 季節変動（日最大係

数）

1.0 マスタープランでは 1.2 としているが、浄水場規

模の制約下で多くの住民に公平に給水するために

は、負荷率 100%（＝一日平均給水量÷一日最大給

水量）を許容せざるを得ない。

[C] 無効率（漏水率） 15% マスタープランは 20%としているが、本計画では

漏水の大きな要因である各戸接続を含まない。配

水管からの漏水率は 10%程度と考えるのが妥当で

あるが、公共水栓および給水車給水拠点での給水

作業時でポリタンクやタンカーの交代をする際に
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項 目 計画値 摘 要

水漏れが生じることを踏まえて15%とする。

[D] 家庭用水以外の用水 なし 次項②参照

[E] 一日一人あたり水道

水供給可能量

26㍑/人/日 [A]×(100%－[C])÷355,300 人＝26 ㍑/人/日

給水原単位にかかるマスタープランと本計画との比較を表 3-6 に示す。本計画ではマスター

プランで計画した水道水使用量に対し 2 ㍑/人/日 不足することになるが、本計画の基本方針で

ある給水普及率を最優先すること、および案件の緊急性を踏まえると許容可能であると考えら

れる。また、水道水以外の水源として対象地域内に 400 箇所以上の公共井戸等が利用可能であ

ることから、一人当たり 14 ㍑程度を補助水源として飲用以外の用途に用いることができ、マ

スタープランの目標値である一日一人当たり家庭用使用水量の40㍑/人/日が達成可能だと考え

られる。

表 3-6 給水原単位にかかるマスタープランと本計画との比較

マスタープラン 本計画

水道水 （主に飲用･調理用） 28㍑/人/日 26 ㍑/人/日

公共井戸などその他用水 (雑用水) 12 ㍑/人/日 14 ㍑/人/日

一人当たり水使用量 40㍑/人/日 40 ㍑/人/日

② 非家庭用水

マスタープランでは家庭用水の他に、公共機関および商業用水等を含む非家庭用水として、

家庭用水使用量に対して 61%の水量を見込んでいる。一方、本計画では安全な水へのアクセス

人口を向上することを優先課題としており、公共水栓および給水車による家庭用水の供給を対

象にしていることから、非家庭用水は含めない方針とする。

なお、予備調査において重要な公共水需要として空港への給水および学校や病院等の重要な

公共施設等への水供給にかかる検討が推奨されているが、浄水場規模の制約を踏まえると本計

画の水需要計画に含めることは困難であり、給水対象には含めない。これら家庭用以外の施設

への給水は既存施設系統または専用井戸等により給水されることとし、本協力対象事業には含

めない。なお、空港用水は防火用水の水量が大きいと思われ、雑用水や防火用水は南部スーダ

ン側により専用井戸を建設することが妥当であると考える。

5) 施設規模の検討

本計画では安全な水へのアクセス人口の増加を優先課題としており、できるだけ多くの水量

を確保することが必要である。他方で以下の項目を検討した結果、施設規模として浄水場の処

理能力を 10,800m3/日とすることが妥当であると判断した。
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表 3-7 浄水場施設規模の代案比較

施設規模の代案

（下記①参照）

7,200 m3/日

（当初要望）
10,800 m3/日 14,400 m3/日

MP 目標との整合性
△

給水人口（または一人

当たり水使用量）が小

さい

○

MP 目標の給水人口／

水使用量を概ね達成

可能

◎

MP 目標の給水人口／

水使用量を達成可能

公共水栓および給水

車給水拠点からの検

討（下記②参照）

○

公共水栓／給水拠点

の建設数が妥当であ

る

○

公共水栓／給水拠点

の建設数が妥当であ

る

△

相当数の公共水栓／

給水拠点が必要とな

る

用地の制約からの検

討（下記③参照）

○

未利用の旧施設等を

撤去して建設可能

○

未利用の旧施設等を

撤去して建設可能

×

既存施設と同じ処理

プロセスでは建設用

地が不足する

総合判定

△

目標に対するインパ

クトが劣る

○

施設規模として妥当

×

用地の制約から不可

① 浄水施設の１系列あたりの容量

既存浄水場は 1 系列あたり 3,600m3/日のシステムが 2 系列で構成されており、拡張施設は既

存施設と同一の運転操作方式を採用する方針であることから、その 1 系列あたりの容量を既存

施設と同じ 3,600m3/日とすることが合理的である。この場合、拡張容量は 7,200m3/日（2 系列）、

10,800m3/日（3 系列）および 14,400m3/日（4 系列）の中から選択される。

② 給水車給水拠点および公共水栓箇所数からの検討

浄水場規模を 10,800m3/日および 14,400m3/日規模での給水拠点箇所数と公共水栓の必要箇所

数を試算すると下表の通りとなる。試算結果によると、14,400m3/日の浄水場規模の場合は、210

箇所の公共水栓および 10 箇所の給水拠点が必要となる。対象地域は帰還民の集中により空い

ている公共用地が限られている中で、確保済みの 8 箇所以上の用地取得は難しい状況である。

また給水拠点の増加に伴い給水車を大幅に増加させることが必要となるが、給水サービス業者

にその能力があるか不明であり、また、大幅に増加した場合には市内の交通渋滞をさらに悪化

させるという社会的な影響が懸念される。

表 3-8 浄水場規模別の給水拠点および公共水栓箇所数の試算

浄水場規模 10,800 m3/日 14,400m3/日

[A] 公共水栓 箇所数：120 箇所 箇所数：210 箇所（仮定）

一人当たり水道水使用量を 26 ㍑/

人/日、500 人/箇所とすると、

配水量：1,560m3/日（26㍑/人/日ｘ

500 人/箇所 x120 箇所）

一人当たり水道水使用量を 26 ㍑/

人/日、500 人/箇所とすると、

配水量：2,730m3/日（26 ㍑/人/日

ｘ500 人/箇所 x210 箇所）

[B] 給水拠点 箇所数：8箇所 箇所数：10箇所

[A]と[C]より、

10,800 m3/日－1,560 m3/日（公共水

栓）－1,620 m3/日（無効水量）＝

[A]と[C]より、

14,400 m3/日－2,730 m3/日（公共

水栓）－2,160 m3/日（無効水量）
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浄水場規模 10,800 m3/日 14,400m3/日

7,620 m3/日

給水栓 1 口当たりの給水量を 192

m3/日として、

7,620 m3/日÷192m3/日＝39.6 口･･･

40 口（※次項で述べる試算結果を

参照）

給水拠点1箇所あたり平均5口とし

て 8 箇所（40 口÷5 口/箇所＝8 箇

所）

＝9,510 m3/日

給水栓 1 口当たりの給水量を 192

m3/日として、

9,510 m3/日÷192m3/日＝49.5口･･･

50 口

給水拠点1箇所あたり平均5口とし

て 10 箇所（50 口÷5 口/箇所＝10

箇所）

[C] 無効水量（15％） 1,620 m3/日（＝10,800m3/日 x15％） 2,160 m3/日（＝14,400m3/日 x15％）

合計（A+B+C） 10,780 m3/日 14,390 m3/日

③ 既存浄水場敷地の制約からの検討

本調査では拡張施設の配置計画のための既存施設のうち撤去できるもの、現施設で使用して

いる施設の確認を行ない、現施設で使用されている施設が点在し、また供用中の送水管が敷設

されているために、図に示すとおり拡張に使える用地が当初予想したより小さいことが明らか

になった。10,800 ㎥/日 規模でも場内通路を可能な限り狭くする等コンパクト化する必要が生

じており、14,400 ㎥/日 規模の浄水施設建設には二階建て濾過槽等特殊な施設の必要が予想さ

れ、14,400 ㎥/日 規模は用地の制約上からの現実的ではない。

図 3-3 浄水場拡張施設のために利用可能な敷地

6) 水道システムの水収支

水道システムの水収支は図 3-4 に示す通りである。以降に公共水栓および給水車給水拠点の

1 箇所あたり給水量の算出根拠を示す。

50 10 200

南部スーダン電力会社（発電所）

既存浄水場

(7200m3/日)

浄水場拡張施設のために

利用可能な敷地

南部スーダン

都市水道公社

ジュバ支所

N

バ
ハ
ル
・
エ
ル
・

ジ
ェ
ベ
ル
川

ダム管理局の

水位観測施設
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図 3-4 本計画の水道システムの水収支

表 3-9 公共水栓 1箇所あたりの給水量と水栓数の計算

項 目 計画（計算）値 摘 要
[A] 一日一人当たり水使用量 26 ㍑/人/日
[B] 公共水栓 1 箇所あたり給

水人口

500 人/箇所 【計画】

公共水栓の平均間隔を 300m、家屋

間隔を 35m とすると、(300m÷35m）

^2×7 人/世帯＝514 人…500 人とす

る
[C] 公共水栓 1 箇所あたり給

水量

13m3/箇所 【計算】

[A: 26 ㍑/人/日]×[B: 500 人/箇所]
[D] 水栓 1 口あたりの流量 0.25 ㍑/秒 【計画】

日本基準（φ13mm で 0.28 ㍑/秒）を

参考に設定した
[E] ジェリ缶（ポリタンク、20

㍑）の給水時間

1.4 分 【計算】

20 ㍑÷[D: 0.25 ㍑/秒]÷60＝1.33 分
[F] タンクの交換時間を含め

たサイクルタイム

2.0 分 【計画】

一回あたりのリード／ロスタイムを

約 30 秒と仮定して、[E:1.4 分]に加

えた
[G] 給水栓の給水時間 6.0 時間 【計画】

社会条件調査結果より、朝 3.0 時間、

総配水量

10,800m3/日
(100%)

有効水量

9,180m3/日
(85%)

無効水量

1,620m3/日
(15%)

公共水栓

1,560m3/日
(14%)

給水車給水拠点

7,620m3/日
(71%)

１人 26 ㍑/日

×500 人/箇所

(13m3/箇所/日)

水栓 1 栓あたり

190m3/日

×40 栓-8 箇所

水栓 1 箇所あた

り 13m3/ 日 ×120

箇所

平均 4m3/台

×400 台※×4.76

回

取水量

11,880m3/日
(110%)

プラント・ロス

（洗浄廃水／引

抜汚泥）

※ 河川水の給水拠点での塩素剤注入事業の管理

記録（2008 年－2009 年）を基に、開発調査では給

水車数を 400－600 台と推定していることから、本

事業実施後の給水拠点から水を配水する給水車数

を平均 400 台と仮定した。
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項 目 計画（計算）値 摘 要

夕方 3 時間とする
[H] 給水栓 1 口あたりの給水

量

3,600 ㍑/日-1 口 【計算】

20 ㍑×（60 分/時÷[F: 2 分]）

×[G: 6 時間]＝3,600 ㍑/日
[I] 公共水栓 1 箇所あたり栓

数

4 口/箇所 【計算】

[C: 13m3/箇所]÷[H: 3.6m3/口]＝3.6

口･･･4 口

表 3-10 給水車給水拠点の 1口あたりの給水量と給水栓の必要栓数の計算

項 目 計画（計算）値 摘 要
[A] 給水拠点からの総配水量 7,620m3/日 【計算】

[総配水量]－[無効水量]－[公共水栓

の配水量]
[B] 給水拠点の稼働時間 8 時間 【計画】

8:00～17:00（9 時間）のうち実稼働

時間を 8 時間と仮定した
[C] 給水車一台(4m3)あたりの

給水時間

10 分 【計画】

USAID の給水拠点の試運転時の観

察結果（約 7 分/台）を参考にした
[D] 水栓 1 口あたりの給水量 192m3/日-1 口 【計算】

4m3（給水車 1 台あたり平均の容量）

×（60 分/時÷[C: 10 分]）

×[G: 8 時間]＝192m3/日
[E] 給水栓の必要栓数 40 口 【計算】

[A: 7,620m3/日]÷[D: 192 m3/日]=39.6

口･･･40 口
[F] 給水拠点の箇所数 8 箇所 【推定／計画】

利用可能な用地の制約から、給水拠

点 1 箇所当たり 4～6 口を条件と考

え、1 箇所あたり平均 5 口と仮定す

ると、40 口÷5 口／箇所＝8 箇所

(2) 水源計画

開発調査で検討された通り、ジュバの都市水道の水源として白ナイル川の支流でありジュバ

を南北に貫流する Bahr el-Jebel 川を計画する。Bahr el-Jebel 川は水量が豊富で原水水質は通常

の浄水処理により飲用可能な水質を供給することができる。従って、同河川を本計画施設の水

源とし、取水地点は既存浄水場の既存取水施設の上流部とする。
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計画取水施設

既存取水施設

0 10 20 50m

流向

計画浄水場

既存浄水場

Bahr el-Jebel

Bahr el-Jebel 川取水地点 既存取水施設写真

「ス」国ダム建設局（Dam Implementation Unit）が実施しているジュバ端上流地点での河川

流量観測データ（2008 年 1 月～9 月）および浄水場取水地点上流部での水位観測記録（2006-2009

年）を基に推定される 5％危険水位は表 3-11 に示す通りである。

本計画実施後の施設全体の取水量は 19,800m3/日（浄水処理量に 10％のプラント・ロスを加

えた）と見込まれ、これは最小河川流量の約 0.02％に相当し、河川流量に対して無視できるほ

ど僅かな量である。従って、河川流量を損なうことなく、対象地域の都市用水として原水を安

定的に取水可能である。また 5％危険率（20 年確率）での水位差は 2.16m であり、取水施設の

設計に反映する。なお、5%の危険率は 20 年確率に相当し、河川構造物の設計確率としてはや

や小さめであるが、本河川で流域が大きく流域全域にわたり同時に降雨が起こることは少なく、

また上流部にダムがあり流量調整されていることから、5%危険率の変動を考慮すれば十分と考

えられる。

表 3-11 河川観測データと計画取水量

項目 計画諸元 摘要

河川流量 最大：1,742m3/秒（150.5 百万 m3/日）

最小：1,125m3/秒（97.2 百万 m3/日）

河川水位 最高水位（5％危険率）：＋452.637m

最低水位（5％危険率）：＋450.477m

水位差：2.16m

計画取水量 19,800m3/日（既存：7,200 m3/日および計画:10,800

m3/日にそれぞれ 10％のプラントロスを加えた水

量）

河川最小流量の 0.02%に

相当

原水水質は、濁度、鉄、アルミニウム、一般細菌類が水質基準値（南部スーダンの暫定飲料

水基準値）を超過しているが、いずれも通常の凝集・沈殿、急速ろ過の処理方法で基準値以下

に処理することが可能であり、現在稼働中の既存浄水場の処理水質の分析により確認した。開

発調査の水質分析結果では、アンチモンが基準値を若干超えて検出されており、開発調査にお

いて問題ないと結論付けられている。本調査で日本の分析機関で再評価を行ったところ、原水

←流向
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および処理水ともにアンチモンは定量下限値（0.002mg/L）未満であり、水道水源として問題

ないことを再確認した。

(3) 施設計画

1) システム全体

計画対象給水区域は、現在の水道未普及地域であり、本計画で建設する拡張施設は全て新

設となる。一方、既存水道施設は MDTF プロジェクト等により浄水場および送・配水施設の基

幹施設がリハビリされて 2009 年以降供用開始されているが、配水池以降の配水管網の多くは

1970 年代に敷設された石綿セメント管で敷設当初から更新されていないため管が老朽化して

約 40％もの漏水率が推定されるほか、定額料金制度による無駄水や料金の不払い等を含めて無

収率として約 60％（開発調査推定）が見込まれていて効率が悪い。また、既存給水区域では水

需要量に対して供給量が不足しており、新しく建設する施設を既存システムと接続した場合、

本計画で対象とする未普及地域住民への配水量が減ってしまうことから、本計画の拡張施設は

原則として既存系統と独立したシステムとする。すなわち、計画施設は浄水場内の一部施設を

除いて全て新設する方針とする。

本計画における水道システムの概要及び各施設の概要をそれぞれ表 3-12および図 3-5に示す。

また、施設の全体配置図を以降に示す。

表 3-12 水道施設の概要

施設種類 施設の概要

取水施設 既存浄水場敷地内に新設する（既存取水施設の約 10m程上流地点）

浄水施設 既存浄水場敷地内に新設する（既存施設を撤去する）

送水施設 浄水場内に送水ポンプを新設し、浄水場から配水池まで送水管を通じてポ

ンプ圧送する。

配水池 国会議事堂西隣の用地に地上式配水池を建設する（地盤高：+509m）。

給水区域に自然流下で配水するために高架水槽および配水池から高架水槽

へ揚水するためのポンプ室を建設する。

配水管 配水池（高架水槽）から給水車給水拠点までの配水本管および配水本管か

ら公共水栓までの二次本管から成り、公道脇または公道下に敷設する。小

河川／水路横断があるため水管橋を建設する。

給水車給水拠点 計画対象地域の中で 8 ヶ所が選定された（ムヌキ：4 ヶ所、ジュバ・タウ

ン：1ヶ所、カトール：3ヶ所）。8ヶ所全てパヤム所有地である。

公共水栓 未普及地域の中で 120 箇所が選定された。水栓位置は公道脇で、パヤム所

有地である。
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配水池予定地（計画）浄水場予定地（既存浄水場用地）

メモリアルグラウ
ンド（既存）

病院配水池用地（既存）

取水施設
（計画）

浄水場
（計画）

送水ポンプ
（計画）

配水池
（計画）

揚水ポンプ
（計画）

高架水槽
（計画）

取水施設 浄水場 送水ポンプ 送水ポンプ 高架水槽病院配水池

Ministry

配水管網

送水ポンプ 北部/空
港

送水ポンプ 南部 コニョコ
ニョ配水池

送水ポンプ カトール高
架水槽

カトール
（公共水栓)

ムヌキ高架
水槽

ムヌキ
（公共水栓)

配水管網

給水車給水
拠点(計画)

Bahr el-
Jebel川

公共水栓
(計画)

コニョコニョ配水池（既存）

緊急時
連絡管

緊急時
連絡管

計画施設

既存施設

計画配管

既存配管

給水区域(既存)

凡 例

10,800m3/d

7,200m3/d

5,000m3

210m3, 125m3, 85m3

300m3 250m3

250m3 25m3既
存
施
設

計
画
施
設

図 3-5 本計画の水道システム
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図 3-6 施設全体配置図
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2) 取水施設

① 既存施設の活用方針

既存取水施設容量は 7,200m3/日をもとに設計されていて、既存取水施設の配管口径が不足

していて新たな取水容量に対応できないことから、既存施設は利用せずに新しく取水施設

を建設する。

② 取水地点の検討

取水地点は、既存浄水場の敷地の範囲内（河川方向に約 90m）で選定する必要があり、

以下の理由から新設する取水地点は、既存取水施設の約 10m 上流の地点とする。

 既設取水施設の下流側には、沈殿池からの排泥が放流されていて取水地点として不適

である。

 既存浄水場の最上流部には、河川水位観測施設が存在していて施設の構築が難しい。

 既存施設の上流側 15m～80m程度の区間は河川堆積物が多く、既設取水付近でないと、

取水橋および配管の延長が長くなり不経済となる。

③ 取水方式・構造の検討

本調査において、(A)フロート式（既存施設と同様）および(B)固定桟橋方式を比較検討し

た。自然条件調査結果より、河川の水位変動が 2.2m 程度と小さいことから（B）固定桟橋

方式が運転管理上有利と思われるものの、取水地点が既存取水施設の上流側としたことに

より、工事中の掘削工事等で既存取水施設への影響が大きいことが懸念され、大規模な仮

設工事が必要となることから経済性が劣ると判断した。従って、施工中の既存施設への影

響が小さく、また経済性で利点のある(A)フロート式を採用する。

取水ポンプは維持管理が容易な陸上ポンプ（横軸遠心ポンプ）とし、ポンプ停止時の吸

い込み側の水を保つために取水管の吸い込み側配管の先端にフート弁を設ける。また、既

存施設はフート弁にたまった木片やゴミの清掃のために毎日取水ポンプを一定時間停止し

て職員が潜水して手作業で行っていて、浄水場の稼働時間が短くなるほか労働安全面から

望ましくないため、計画施設では取水管の周囲を鋼製のスクリーン等で囲ってゴミ等の付

着を防ぐ構造とする。

なお、河川港の整備に伴い舟運量が増加してオイル漏れ等のリスクが懸念されるが、フ

ロート式取水施設は水位の変化に応じてフロートが上下するため、水面から常に一定の深

さで取水することができ、オイル類は水よりも比重が軽く非水溶性であるため水面に浮か

んで流れるため、取水への影響は無いと考えられる。エマルジョン化した油滴が水に懸濁

して水面下に巻き込まれる可能性は考えられるが、その場合でも表流面の油滴の流入を防

ぐのみのオイルフェンスよりも、一定水深下で取水するフロート式取水のほうが油混じり

の水の取水を防ぐことができる。従って、取水施設の設計ではオイルフェンス等の特別な

設備は考慮しない。
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④ 主な設計仕様

表 3-13 取水施設の設計仕様

項 目 仕 様 備 考

取水量 10,800m3/日×1.10（水源余裕率）

＝11,880m3/日＝8.26m3/分＝0.138m3/秒

取水構造 フロート式取水塔 既存と同形式

取水管 φ250mm×3 本（うち 1 本予備）

V＝1.43m/秒、I＝11.1‰

フート弁、スクリーンを設置

取水ポンプ 4.13m3/分×21m×3 台（うち予備 1 台）自給式

取水ポンプ室 外形：9.0m×5.0m

2) 浄水場

① 浄水処理方式

原水水質調査結果から、除去対象成分は中程度（原水濁度 100 度未満の変動）の濁質分

であり、適応する浄水処理方式は(A)凝集沈殿・急速ろ過方式および(B)膜ろ過方式である。

現地の維持管理技術レベル、既存運転操作との整合性、用地の制約および経済性等を踏ま

えて、既存施設と同じ(A)凝集沈殿・急速ろ過方式とする。

② 既存施設の問題点と設計方針

上述の通り、既存施設と同様の浄水処理方式を採用するが、下表に示すとおり既存施設

の調査結果を踏まえて一部の設計仕様を見直す方針とする。

表 3-14 既存施設の問題点等を踏まえた設計方針

既存施設の問題点等 設計方針

着水井 既存施設は滞留時間 12分（日本水道

施設基準 1.5 分以上）と長く、堆積

物が多くなり、定期的な運転停止で

池内清掃を行っている。

滞留時間を 10分程度とする。

薬品混和池 既存施設はカスケード状ばっ気を行

っているが、溶存酸素が大きすぎて

スカム発生の原因となっていると考

えられる。

凝集剤の注入点が流入渠の下流端で

あり、十分な撹拌効果が得られてい

ない。

既設同様、機械を使用せず（維持管

理面考慮）越流堰により、越流し凝

集剤と攪拌する。水質データからは、

ばっ気は不要と考えられ、着水井か

らのばっ気のための水位差を設けな

い。

フロック形成池 水平迂流式、1系列

既存施設は 1 系列のみであるため、

清掃・補修時に全量停止する必要が

ある。

既存施設は流速が早く十分な大きさ

のフロックが形成されていない。

水平迂流式、2系列（フロック形成池

内の清掃を考慮）とし、滞留時間 20

分程度とする。

沈殿池 高速凝集沈殿池、2池

表面負荷率： 25mm/分

上向流式沈殿池、2池

表面負荷率： 29.1mm/分
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既存施設の問題点等 設計方針

実際の運転ではブランケットゾーン

を形成しない上向流式沈澱池として

運用されている。

2－3 週間に一度、2 系列のうち 1 系

列を 1 日停止して、沈殿池の排泥の

ために作業員が手作業で清掃してい

る。

排泥作業が短時間で可能になるよう

に水位計画を見直すなどの工夫をす

る。

ろ過池 ろ過速度:120m/日

ろ過地面積：63m2（15.75m2x4 池）

砂面上水深が10cm程度と小さく均等

にろ過されていない。

ろ過速度：123m/日

ろ過池面積：115.4m2（19.24m2x6 池）

1 池あたりろ過池面積を既存施設と

ほぼ同じとし、6池設置する。

砂面上水深が保たれるよう流出渠水

位を一定に保つ。

ろ過池洗浄方式 洗浄タンク（鋼製高架タンク、150m3）

より逆流洗浄とエア・ブロアーによ

る空気洗浄とを行なっている。

洗浄タンクへの揚水は、送水ポンプ

の吐出側の配管を分岐して揚水して

いる。満水時にボールタップ弁が作

動して停止する。

洗浄方式は既存施設と同様に逆流洗

浄とエア・ブロアーによる空気洗浄

と併用する。

既存の洗浄タンクを利用する場合、

運転操作面で既存施設の運転時間の

連携等が複雑になり適切な運転が難

しいと判断され、既存タンクは利用

せず新設する洗浄タンクを建設す

る。

浄水池 4池、合計容量：370m3程度 1時間分以上：約 600m3を新設する

ろ過池出口より既設系統の浄水池に

分岐管を設ける（非常時のバックア

ップ）

薬品注入設備 凝集剤として、固形硫酸バンドを溶

解槽で溶解して、一定量注入してい

る。

高濁度時のpH調整を目的としてソー

ダ灰注入設備が設けられているが、

注入実績はない。

凝集剤は硫酸バンドとする。浄水場

運転記録より、ソーダ灰注入設備は

不要と判断されるため、設置しない。

消毒設備 次亜塩素酸カルシウム（粉末）を溶

解槽で溶解させて、定量注入してい

る。

輸送・取り扱いの安全性を考慮して、

既存施設と同じ次亜塩素酸カルシウ

ムを消毒剤として採用する。

注入点はろ過池出口の後（後塩素）

のみ

制御方式は手動で定量注入

排水処理 汚泥濃縮用のラグーンが設けられて

いる。

沈澱池からの引き抜き汚泥を滞留さ

せ、個液分離するラグーンを設け、

上澄み水を河川に放流する。乾燥汚

泥は場外で処分する。

電気機械 取水ポンプ、送水ポンプ、エア・ブ

ロアーおよび配電盤・操作盤

停電が多いため、非常用発電機を備

えている。

取水ポンプ、送水ポンプ、逆洗タン

ク用揚水ポンプ、エア･ブロアーおよ

び配電盤・操作盤

新設浄水場用にも非常用発電機が必

要である。

計装 現場操作のみ

送水先の配水池との連絡は電話連

既存施設と同様に現場操作を基本と

し、浄水場と配水池との連絡は電話
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既存施設の問題点等 設計方針

絡。

送水ポンプ出口（3系統のうちの 1系

統のみ）に流量計が設置されている

水没して使用されていない。

連絡とする。

ポンプの安全設備として水位計での

インターロック（自動停止装置）を

設ける。

送水ポンプおよび高架水槽（配水池）

のそれぞれ出口側に流量計を設置す

る。

管理棟 供用中の建屋の一部撤去が必要 浄水場の新設に伴い、管理室を設け

る

③ 主な設計仕様

表 3-15 浄水施設の設計仕様

項 目 仕 様 備 考

浄水量 10,800m3/日＝7.50m3/分＝0.125m3/秒

着水井 池数：1 池

B2.5m×L9.85m×H3.4m＝83.7m3･･･10.1 分...OK

滞留時間 1.5 分以上（水

道施設設計指針）

急速混和池 池数：1 池

B2.5m×L2.5m×H1.5m＝9.4m3･･･1.10 分...OK

落差(H)：1.2m

G 値：347 /秒…OK

滞留時間 1～5 分

G 値 150 /秒 以上

（水道施設設計指針）

フロック形成池 池数：2 池

方式：水平迂流式

列数：4 列

B1.2m × L9.95m × H1.9m × 2 池 × 4 列 ＝

181.5m3･･･滞留時間 22.0 分...OK

GT 値：88,000…OK

滞留時間 20～40 分

（水道施設設計指針）

GT 値 23000～210000

沈殿池 池数：2 池

B11.9m × L11.9m × 有 効 水 深 5.3m × 2 池

=1,501m3･･･滞留時間 181.9 分...OK

表面負荷率：29.1mm/分…OK

表面負荷率：20～30mm/

分

滞留時間：1.0～3.0 時間

急速ろ過池 形式：開放型重力式

池数：6 池（予備 1 池含む）

B3.7m×L5.2m＝19.24m2/池

ろ過速度：123m/日

洗浄方式：空気洗浄＋逆流洗浄

ろ過速度：120～150m/

日（水道施設設計指針）

浄水池 池数：2 池

B4.5m×L24.0m×H2.8m×2 池＝604.8m3…1.34

時間

貯留時間１時間以上

（水道施設設計指針）

薬品注入設備 固体硫酸アルミニウム（3 基うち予備 1 基）

次亜塩素酸カルシウム（3 基うち予備 1 基）

排水処理設備 池数：2 池

B5.0m×L19.0m×H0.5m×2 池

送水ポンプ 2.5m3/分×76m×4 台（うち 1 台予備）

自給式

送水ポンプ室外形：8.8m×12.6m
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3) 配水池

要望当初は、配水池用地として国会議事堂付近にあるメモリアル・グラウンドの敷地内

の既存高架水槽の隣地が計画されていたが、現在はメモリアル・グラウンドがフェンスで

囲まれて墓地としての整備が進められたために、土地使用許可を取得できる可能性が低い

ことが明らかとなった。そこで、南部スーダン政府は代替候補地として国会議事堂の西隣

の空き地を提示した。調査団側も位置／面積／標高が配水池用地として適当であり、また

現在未利用地であることを確認した。同用地はセントラルエカトリア州の所有地であり、

2010 年 12 月に州政府社会基盤省（MOPI/CES）からの土地使用許可が取得済みである。

配水池（容量：5000m3）は鉄筋コンクリート（RC）製の地上式配水池とする。用地の有効

利用の点から高架水槽は配水池の上部に一体構造として築造する。高架水槽のほか、附属

のポンプ室、発電機室、燃料タンク室が必要となる。

表 3-16 配水池の設計仕様

項 目 仕 様 備 考

配水池 容量：5,000m3（11.1 時間）

池数：2 池

容量：12 時間（水道施

設設計指針）

配水ポンプ 形式：自給式

5.50m3/秒×25m×4 台（うち 1 台予備）

高架水槽 容量：540m3 容量：時間最大配水量

の 30 分（水道施設設計

指針）

4) 送・配水管

① 設計方針

 当初要望では、送水管の敷設ルートは既存送水管路と同一のルートを想定していたが、

予備調査において道路交通省および南部スーダン都市水道公社と協議した結果、道路

交通量、幅員および地下埋設物を考慮して、当初予定ルートでの敷設が困難であると

判断された。その結果、予備調査団により代替ルートが提案され、本調査で管路の踏

査を通じて道路配置/敷設環境等を確認し、送水管路の概略設計を行った。

 管の敷設環境と施工性等を考慮して管種はダクタイル鋳鉄管（口径 250mm 以上）およ

び高密度ポリエチレン管（口径 200mm 以下）とする。

 道路脇のユーティリティ・ゾーンに敷設することを基本とするが、障害物や排水管な

どにより適当な敷設位置が無い場合は、道路下での敷設とし、舗装道路の場合は舗装

復旧を行う。

 送水管路の水撃圧対策として、空気弁を 7 箇所設置する。

 配水本管の予定管路の多くで道路整備計画が進行中であり、本計画の実施段階では同

道路計画が実施済みであるとの前提のもと、配管敷設用スペース、排水路および街路

樹の有無等から敷設位置を想定し、敷設条件を建設費の積算に反映した。
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 対象地域全体に岩が分布しているため掘削費を削減する目的で、標準土被りは我が国

の建設省通達（平成 11 年 3 月 31 日）で認められている埋設深さである 60cm とする。

岩が路頭している場合は最小土被りを 20cm として厚さ 10cm 鉄筋コンクリート板を施

して輪過重を均等に受け、管頂 10cm までは砂の防護により荷重を一様に分散させる。

 水路・小河川の横断部は水管橋構造とする。

 スーダン国の消火栓設置にかかる基準は無いが、MDTF で実施した水道施設のリハビ

リ事業では送水管沿いに消火栓が設置（地下式）されている。消火栓は、漏水や不正

利用の原因となることから管路上に消火栓を設置しない方針とするが、現地の住居は

竹や藁の素材が用いられていて燃えやすく、ある程度の防火対策を考慮して欲しいと

の南部スーダン側の要望を受けて、給水拠点に地上式消火栓を設けて消防車に防火用

水の供給できるようにする。

 緊急時を想定して新システムの配水管は既存配管との連絡配管を設置するが、通常は

仕切り弁を閉じて運転する。開栓する際の運用基準は以下に示すとおりであり、南部

スーダン側と合意済みである。

(1) 既存施設系統からの独立運用

本プロジェクトにより新設する水道施設は既存施設系統とは独立して運用しなけれ

ばならない。

(2) 新系統と既設系統との連絡配管

図に示す 2 箇所に既存施設系統との連絡配管を設ける。すなわち、(A)拡張浄水場の

浄水池出口および（B）新設高架水槽の出口の 2 箇所である。通常は連絡配管に設置さ

れる仕切り弁を閉じておかなければならない。

配水池予定地（計画）浄水場予定地（既存浄水場用地）

メモリアルグラウ
ンド（既存）

病院配水池用地（既存）

取水施設
（計画）

浄水場
（計画）

送水ポンプ
（計画）

配水池
（計画）

揚水ポンプ
（計画）

高架水槽
（計画）

取水施設 浄水場 送水ポンプ 送水ポンプ 高架水槽病院配水池

Ministry

配水管網

送水ポンプ 北部/空
港

送水ポンプ 南部 コニョコ
ニョ配水池

送水ポンプ カトール高
架水槽

カトール
（公共水栓)

ムヌキ高架
水槽

ムヌキ
（公共水栓)

配水管網

給水車給水
拠点(計画)

Bahr el-
Jebel川

公共水栓
(計画)

コニョコニョ配水池（既存）

緊急時
連絡管

緊急時
連絡管

計画施設

既存施設

計画配管

既存配管

給水区域(既存)

凡 例

10,800m3/d

7,200m3/d

5,000m3

210m3, 125m3, 85m3

300m3 250m3

250m3 25m3

(3) SSUWC ジュバ支局のエリアマネージャーの管理責任

連絡配管の仕切弁の開栓にかかる判断、指示、記録等のいかなる事項も SSUWC ジュ

バ支局エリア・マネージャーが責任を負う。

(4) 応援給水は 24 時間以上の断水が不可避でありかつ緊急時の暫定措置としてのみ許容

A B
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される

既存系統で事故や機能停止となり、24 時間以上の断水被害が不可避と予測される場

合、連絡配管の仕切弁を開けて新設系統からの浄水を融通することができる。ただし、

この融通措置は緊急時に限定した一時的な対応である。新設系統への負の影響は常に最

小限としなければならない。

(5) 浄水池出口の仕切弁（A）を開栓する場合

既存浄水場が避けられない理由により運転停止する場合、浄水池出口の仕切弁（A）

を開栓して応援給水を行うことができる。不可避の理由とは、取水ポンプの機能停止の

ような場合が想定される。しかしながら、日常的または一時的に生じる停電等による運

転停止は不可避の理由とは見なされない。

応援給水は 3 日間以上の浄水場の運転停止を必要とする大規模な維持管理作業の場

合にも可能である。大規模な維持管理作業とは、水槽構造物の修繕や機械装置、配管、

弁およびポンプ類の交換を意味する。しかしながら、定期的に行われる沈澱池の清掃作

業等は大規模維持管理作業とは見なさない。

応援給水を行う場合は、浄水池の水位を常に確認・記録しなければならない。水位

は水槽の低水位から常時 1m 以上を確保しておかなければならない。

(6) 配水池出口の仕切弁（B）を開栓する場合

不可避の理由により既存の高架水槽に水を溜めることができない場合、配水池出口の

仕切弁（B）を開栓して応援給水を行うことができる。不可避の理由とは、既存の送水

管の破裂事故や送水ポンプの機能停止等が考えられる。しかしながら、日常的または一

時的に生じる停電等による運転停止は不可避の理由とは見なされない。

応援給水を行う場合は、配水池の水位を常に確認・記録しなければならない。水位は

水槽の低水位から常時 1m 以上を確保しておかなければならない。

(7) 給水車給水拠点および公共水栓への SSUWC からの連絡

応援給水の結果、新設する水道施設に何らかの負の影響が生じると予想される場合、

SSUWC は給水車給水拠点および公共水栓の管理組織への連絡を行わなければならな

い。

(8) SSUWC による管理記録

本プロジェクトは日本の無償資金協力により実施され、検証可能な形で事業効果を測

定する必要がある。従い、SSUWC は応援給水にかかる必要な記録を保持しなければな

らず、その原因、日時、水位、流量などの記録を浄水場の運転記録とともに保持する。
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② 主な設計仕様

表 3-17 送配水管の設計仕様

項 目 仕 様 備 考

送水管 管種：ダクタイル鋳鉄管

口径：400mm（V=1.0m/s、I＝3.3‰）

延長：4.9km

標準土被：60cm（最小土被：20cm）

配水本管 管種：ダクタイル鋳鉄管

口径：250mm～500mm

延長：20.3km

標準土被：60cm（最小土被：20cm）

水管橋：鋼管パイプビーム形式（φ400mmx 支間

長 10.7m、φ350mｘ支間長 15.7ｍ）

配水二次本管 管種：高密度ポリエチレン管

口径：50mm～200mm（呼び径）

延長：32.5km

標準土被：60cm（最小土被：20cm）

水管橋：トラス補剛添架形式（φ100mmx15.8m）

5) 給水車給水拠点

① 設計方針

 現地調査を通じて、図 3-7 に示す 8 箇所の給水車給水拠点用地を確認した。全ての用地

はパヤム管理用地であり、用地の使用許可は取得済みである。

 既存の給水拠点は公道内で給水しており、渋滞の原因となるほか給水に伴うタンク上部

からの溢水により停滞水が生じていて、近隣住民等から苦情が寄せられているとの報告

がある。本計画では、給水場所は道路内ではなく敷地内に限定する。

 給水拠点の場内は、アスファルト舗装（4cm 厚）を施し、2％程度の勾配をつけて溢水

を排除する。排除された溢水は周辺土壌に浸透させることする。溢水量および浸透量の

検討は以下の通りである。

- 1 回の給水作業にともなう溢水量：20 ㍑/回（推定）

- 1 台あたりの平均給水時間：10 分/台（計画）

- 給水栓 1 箇所の 1 時間当たり溢水量：20 ㍑/回×（60 分÷10 分/台）=120 ㍑/水栓/時

- 給水栓数 6 栓の場合の合計溢水量：120 ㍑/水栓/時×6 水栓＝720 ㍑/時…①

- 周辺土壌の浸透係数：1.0×10-3cm/秒（推定）

- 給水拠点周辺部の土壌面積： 50m（給水拠点の平均的周辺部延長、2辺）×幅50cm=25m2

- 周辺土壌の浸透能力：1.0×10-3cm/秒×25m2＝900 ㍑/時 ＞ ① ... OK

 渋滞を低減するために、給水作業時間をなるべく短縮する必要があり、十分な敷地が確

保できる用地では、給水車輌が一方向に流れるように考慮する。
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図 3-7 給水車給水拠点位置図

② 主な設計仕様

表 3-18 給水車給水拠点の設計仕様

項 目 仕 様 備 考

箇所数 合計 8 箇所（ジュバタウンパヤム：1 箇所、カト

ールパヤム：3 箇所、ムヌキパヤム：4 箇所）

給水栓数 合計 40 栓

（1 箇所あたり 4 栓×4 箇所: No.3, No. 4, No.5,

No.6、1箇所あたり6栓×4箇所: No. 1, No.2, No.7,

No.8）

管理小屋 合計 20 棟（2 栓につき１棟、コンクリートブロ

ック造：幅 2m×長 3m、バルブ・メーター付）

場内整備 アスファルト舗装（4cm 厚、場内のみ） 場内照明、側溝、アク

セス道路舗装は含まな

い

6) 公共水栓

① 設計方針

 SSUWC、パヤム代表者および周辺住民らの立会いの下、120 箇所の公共水栓用地を確認し

た。

 公道脇の約 5m×2m の用地（パヤム所有）に建設する。水栓位置は民地境界から 50cm 間

隔を開け、また角地は 5m まで商業利用が認められているとの理由から角地から 5m離し

て設置する。

 公共水栓は、住民組織または民間事業者等による維持管理者が常駐して料金徴収を行な
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う必要がある。この場合、管理者のための日除け／雨除けおよび管理者不在時の不正利

用防止の目的から、2m×3.0m 程度の小屋状建屋に管理者および水栓を格納するウォー

ター・キオスク形式が望ましいと考えられる。なお、キオスク形式は隣国のケニア、ウ

ガンダで一般的である。南部スーダンでも現在 GTZ がワウ市で実施中のパイロット事

業の中ではウォーター・キオスクが採用されており、キオスク管理者は水の販売だけで

はなく、石鹸などの衛生関連商品の販売を行うことが認められている。

② 公共水栓位置の変更

国内作業の結果、ムヌキ地区での 4 つの公共水栓は標高が高い位置にあるため自然流下

での配水が困難であることが判明したために、要望された位置に対して変更することとし

た。変更後の公共水栓の位置は図 3-8 に示す通りである。

図 3-8 公共水栓位置の変更

③ 主な設計仕様

表 3-19 公共水栓の設計仕様

項 目 仕 様 備 考

箇所数 合計 120 箇所（ジュバタウンパヤム：20 箇所、

カトールパヤム：50 箇所、ムヌキパヤム：50 箇

所）

給水栓数 1 箇所あたり 4 栓

管理小屋 合計 120 棟（コンクリートブロック造：幅 2m×

長 3m、バルブ・メーター付、水たたきコンクリ

ート：2ｍ×2m、浸透排水枡）

屋内外の照明設備を含

まない
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3-2-3 概略設計図

計画施設にかかる概略設計図面の一覧は下表に示す通りであり、概略設計図面は添付資

料-7 に示す。

表 3-20 概略設計図面リスト

図面番号 施 設 図面タイトル
1 GEN-001 全体 全体配置図
2 WTP-001 浄水場 一般平面図
3 WTP-002 浄水場 プロセスフロー図
4 WTP-003 浄水場 水位高低図
5 WTP-004 浄水場 取水設備図
6 WTP-005 浄水場 取水ポンプ棟(1/2)
7 WTP-006 浄水場 取水ポンプ棟(2/2)
8 WTP-007 浄水場 フロック形成池／沈殿池／ろ過池-1
9 WTP-008 浄水場 フロック形成池／沈殿池／ろ過池-2
10 WTP-009 浄水場 フロック形成池／沈殿池／ろ過池-3
11 WTP-010 浄水場 フロック形成池／沈殿池／ろ過池-4
12 WTP-011 浄水場 浄水池(1/2)
13 WTP-012 浄水場 浄水池(2/2)
14 WTP-013 浄水場 薬品棟(1/4)
15 WTP-014 浄水場 薬品棟(2/4)
16 WTP-015 浄水場 薬品棟(3/4)
17 WTP-016 浄水場 薬品棟(4/4)
18 WTP-017 浄水場 汚泥乾燥床
19 WTP-018 浄水場 場内電気設備図
20 WTP-019 浄水場 発電機室
21 WTP-020 浄水場 単線結線図
22 RES-001 配水池 一般平面図
23 RES-002 配水池 平面図（A-A）
24 RES-003 配水池 平面図（B-B, C-C）
25 RES-004 配水池 断面図（1-1）
26 RES-005 配水池 断面図（2-2）
27 RES-006 配水池 電気設備図
28 RES-007 配水池 単線結線図
29 WFS-001 給水車給水拠点 給水拠点 No.1 カトール教会付近
30 WFS-002 給水車給水拠点 給水拠点 No.2 国連事務所付近
31 WFS-003 給水車給水拠点 給水拠点 No.3 ダル・エル・サラム地区
32 WFS-004 給水車給水拠点 給水拠点 No.4 グデレ地区
33 WFS-005 給水車給水拠点 給水拠点 No.5 ジェベル市場付近
34 WFS-006 給水車給水拠点 給水拠点 No.6 ニョコラン地区
35 WFS-007 給水車給水拠点 給水拠点 No.7 ロロゴ地区
36 WFS-008 給水車給水拠点 給水拠点 No.8 グデレ東部小学校付近
37 WFS-009 給水車給水拠点 管理小屋
38 PTS-001 公共水栓 キオスク（公共水栓管理小屋）
39 TRP-001 送水管 キー・プラン
40 TRP-002 送水管 平面／縦断図（1/10）
41 TRP-003 送水管 平面／縦断図（2/10）
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図面番号 施 設 図面タイトル
42 TRP-004 送水管 平面／縦断図（3/10）
43 TRP-005 送水管 平面／縦断図（4/10）
44 TRP-006 送水管 平面／縦断図（5/10）
45 TRP-007 送水管 平面／縦断図（6/10）
46 TRP-008 送水管 平面／縦断図（7/10）
47 TRP-009 送水管 平面／縦断図（8/10）
48 TRP-010 送水管 平面／縦断図（9/10）
49 TRP-011 送水管 平面／縦断図（10/10）
50 TRP-012 送水管 送水管詳細図
51 DSP-001 配水管 配水本管／二次本管-1
52 DSP-002 配水管 配水本管／二次本管-2
53 DSP-003 配水管 配水本管／二次本管-3
54 DSP-004 配水管 配水本管／二次本管-4
55 DSP-005 配水管 配水本管／二次本管-5
56 DSP-006 配水管 配水本管／二次本管-6
57 DSP-007 配水管 配水本管／二次本管-7
58 DSP-008 配水管 配水本管／二次本管-8
59 DSP-009 配水管 配水本管／二次本管-9
60 DSP-010 配水管 配水本管／二次本管-10
61 DSP-011 配水管 配水本管／二次本管-11
62 DSP-012 配水管 配水本管／二次本管-12
63 DSP-013 配水管 配水本管／二次本管-13
64 DSP-014 配水管 配水本管／二次本管-14
65 DSP-015 配水管 配水本管／二次本管-15
66 DSP-016 配水管 配水本管／二次本管-16
67 DSP-017 配水管 水管橋
68 DSP-018 送配水管 標準断面図
69 DSP-019 送配水管 スラスト・ブロック
70 DSP-020 配水管 配水管詳細図-1
71 DSP-021 配水管 配水管詳細図-2
72 DSP-022 配水管 配水管詳細図-3

3-2-4 施工計画／調達計画

3-2-4-1 施工方針／調達方針

近年ジュバ市周辺で本格的な浄水施設を建設したのはケニアの業者１社のみであり、現

地にはこれらの施設を単独で建設できる業者、技術者はいない。当プロジェクトの施工に

おいてもケニア、ウガンダから調達した下請業者、技術者、技能工が施工の中心となると

思われる。各地から集まった知識、経験の異なる技術者、労働者が共同で作業に当たるた

め、できるだけ施工管理、品質管理が明快且つ容易な工法を選定するものとする。

現地で調達可能なものが限られている為、資機材の調達は主として第三国からとなる。

出来るだけ輸送コストを抑えるため、品質、購入価格を確認の上隣国のケニア、ウガンダ
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からの調達を検討する。ケニア、ウガンダで調達不可能な資機材についても品質、機能、

購入価格のみならず輸送コストを加味した上で調達先を決定する。

3-2-4-2 施工上/調達上の留意事項

・ 雨期に考慮した施工計画

ジュバ市の降雨量は年間約 1,000mm で、5 月から 9 月の雨期には月間 120mm から 180mm

の降雨があり、乾期の 12 月から 3 月までは殆ど雨が降らない。雨期でも月降雨量は 200mm

以下で浄水場建設工事には大きな影響がないと考えられるが、送・配水管の敷設工事にお

いては常に布掘工事を行っており、雨季には布掘箇所への雨水の流入による作業の中断が

予想される。雨季の布掘工事においては排水設備、排水方法に配慮しながら工事を進める。

取水源となる Bahr el-Jebel 川は乾期と雨期で 2ｍ前後の水位差を有する。取水施設の建設工

事においてはこの水位差を十分に考慮するとともに、施工計画にあたっては水位が上昇す

る期間（6 月から 11 月）中の河川内及び川岸沿いの工事は避ける。

・ コンクリート工事

現地に生コンの供給業者はいないので自前のバッチャープラントを設置することにする。

設置場所の選定に当たっては主要な供給先となる浄水場及び配水池へのアクセスが容易で

短時間で運搬可能な場所を選定する。

セメントはケニア、ウガンダもしくはその他の第三国調達、骨材は現地調達とするが、

いずれも使用開始前に品質確認のための試験を実施した上で使用を決定する。

現地は熱帯に属し日平均気温が 25℃以上、最高気温が 35℃近くとなることから暑中コン

クリートとしての施工を行うものとする。

・ 配管工事

送水管及び配水管の敷設工事は主として公道上もしくは公道沿いの工事となる為第三者

に与える不便、不快（交通渋滞、騒音、粉塵等）を極力抑えるような施工計画を作成する。

また工事を円滑に進める為、近隣住民への工事説明や諸官庁への工事許可申請、取得を施

工開始前に完了しておくよう留意する。

配管材料は第三国からの輸入となるが容積が大きく、保管場所を考えると分割して調達

することになる。保管場所に困る事態や材料不足で工事が止まることのないよう、

工事進捗と在庫の確認を常に怠らず適宜発注するものとする。

現在ジュバ市内の道路は急速に舗装工事とそれに付随する歩道工事、排水管敷設工事が

進められている。送水管及び配水管の敷設位置については着工当初に現地の状況、既存資

料を確認し、必要に応じて試掘調査を行って再確認する必要がある。

3-2-4-3 施工区分

本プロジェクトが実施された場合のわが国と「ス」国政府側との負担区分は下表に示す

とおりである。
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表 3-21 負担区分

項 目 日本側 「ス」国側

１ 仮設用地の借り上げ（浄水場近くの資材置き場:

400m2、ジュバ市内の仮設用地: 10,000m2、3 年間）

○

２ 施設用地（浄水場、配水池、高架水槽、公共水栓、

給水車給水施設、送水管・配水管布設）の確保

○

3 関係省庁、団体よりの情報収集 ○
4 既設管と新設管との接合時の協力（工事立会いと断

水の連絡）

○

5 管洗浄用水と水圧試験用水の提供 ○
6 試掘 （地質、地下埋設物の確認） ○
7 本体工事（設計、計画、資機材調達、施工） ○※1

8 新設送水管、配水管の管洗浄、水圧試験、塩素消毒 ○
9 浄水場、配水地建設予定地内の既設構造物の撤去お

よび整地

○※2

10 浄水場、配水地、公共水栓、給水車給水拠点への動

力、照明用電力の引込工事

○

11 フェンス ○

※1 日本側負担工事には、浄水場、配水地、給水車給水拠点の場内整備（ゲート、植栽、場内

舗装、外灯、側溝等）を含まない。

※2 浄水場の建設に伴い、既存浄水場敷地内の旧施設等の撤去が必要となるが、浄水場の撤去

対象物が多く、南部スーダン側の実施能力が低いことを踏まえると、日本側施工業者の着

工が遅れる可能性が懸念されるため、日本側負担により対象施設等の撤去/整地を行うこと

とした。撤去対象施設および伐採対象樹木は図 3-9 に示すとおりである。伐木にかかる許

可取得および「木の命代」等の費用負担は用地引渡し前にスーダン側が行う。

図 3-9 浄水場建設予定地の撤去対象施設
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3-2-4-4 施工監理計画

本計画はわが国の無償資金協力により実施され、コンサルタントは実施のための設計

及び施工監理を行う。

・ 実施設計

実施設計は最新情報に基づき概略設計に必要な修正を加え、入札図書として配布でき

るように準備する。

・ 入札

コンサルタントは入札が公正且つ順調に執行されるよう南スーダン政府を補助する。

・ 施工監理

コンサルタントは SSUWC を補佐し、着工前打合せ、機材の工場検査、現地輸送の立会

い、工事及び機材据付時の検査、試運転、竣工検査等について工程、品質管理を主眼と

してコントラクターへの指導監督を行い、E/N に定められた工期内に要求品質、性能に合

致した施設を完成させる役割を担う。

3-2-4-5 品質管理計画

1) コンクリートの品質管理

スランプ測定、空気量測定、温度測定及び圧縮試験用供試体の作成は施工業者が現地

で行う。圧縮試験は信頼できる公的試験機関に依頼して行う。

2) 構造物の水密性の確認

浄水施設の水槽部、配水池、高架水槽では水張り試験を実施して当該構造物の水密性

を確認する。

3) 送水管、配水管の水密性

送水管、配水管については水圧試験を行い漏水の有無を確認する。

3-2-4-6 資機材等調達計画

本プロジェクトでの資機材は現地、本邦、第三国での調達となる。第三国としては輸送

コストを抑える為隣国のケニア、ウガンダを中心に検討する。下表に各資機材の調達予定

先を示す
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表 3-22 調達予定先

番号 品 目 日本 南ｽｰﾀﾞﾝ 第三国
1 セメント ○
2 鉄筋 ○
3 型鋼 ○
4 合板 ○
5 建設用木材 ○
6 ガソリン、軽油 ○
7 砂利、砂 ○
8 レンガ、ブロック ○
9 アスファルト合材 ○

10 建具 ○
11 ポリエチレン管 ○
12 ダクタイル鋳鉄管 ○
13 ポンプ、バルブ、電気機器 ○ ○

ケニアからウガンダを経由した輸送ルートはモンバサ港～ナイロビ(ケニア首都)～ナク

ル～エルドレット～マラバ（ケニア、ウガンダ国境）～カンパラ(ウガンダ首都)～グル～ニ

ムレ (ウガンダ、スーダン国境)～ジュバとなり、総延長は約 1,760km である。日本もしく

は第 3 国からコンテナ輸送を行う場合、モンバサ港での通関手続きに 5 日、モンバサ港～

ジュバ間の陸上輸送は二つの国境での通関手続きを含めて 9 日で合計約 2 週間である。

一方、スーダン北部のポートスーダン港からの輸送ルートはポートスーダン港～タバ

ト（ここからはナイル川を遡る）～ジュバで総延長は 3,000km 前後である。所要日数はポ

ートスーダン港での通関 5 日、ポートスーダン港～タバト間の陸上輸送に 4 日、タバト～

ジュバ間の河川輸送 12 日で合計約 3 週間である。なお、タバト～ジュバ間は陸上輸送も可

能であるが、道路事情が悪くナイル川を遡るのと同様に 3 週間かかる。ポートスーダン港

からの輸送は輸送期間が長いだけでなく、輸送コストも 5 割程高くなるので日本及び第三

国からの輸送経路はケニアのモンバサ港を経由するものとする。

3-2-4-7 初期操作指導・運用指導計画

原則として全ての建設施設について施工業者による初期操作指導及び運用指導を行う。

操作指導は施設の引渡し時に英文マニュアルに基き実施する。浄水場における取水施設（取

水ポンプ）、浄水施設（浄水設備、薬品注入設備、送水ポンプ設備）、電気計装設備、およ

び配水池における揚水ポンプ、電気計装設備については、設置後 3 ヶ月程度の試運転調整

を行い、施工業者の技術者が操作指導にあたる。各施設の指導内容（案）は下表にとりま

とめた通りである。
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表 3-23 施工業者による初期操作指導・運用指導内容（案）

番号 施設 指導内容 日数
1 浄水場
1-1 取水施設

（スクリーン、フロ

ート、フート弁等）

各部名称／仕様／機能の説明

スクリーン／フート弁の維持管理方法（清掃、点検）

可とう管の維持管理方法（点検、交換）

5

1-2 取水ポンプ 各部名称／仕様／機能の説明

取水ポンプの運転操作（平常時、異常時）

機械／電気設備の維持管理方法（点検、手入れ、修理）

5

1-3 浄水施設 各部名称／仕様／機能の説明

浄水処理施設の水質／流量管理と運転操作

運転停止時の判断・対応、復旧時の確認項目

躯体施設（水槽類）の点検・清掃方法

薬品注入施設の運転操作（薬品類の保管、運搬、溶解、

注入）

逆洗ポンプ、空気ブロアの運転操作（平常時、異常時）

機械／電気設備の維持管理方法（点検、整備、修理）

非常用電源の運転管理、保守管理方法

30

1-4 送水施設 各部名称／仕様／機能の説明

水位記録、配水池との連絡、流量制御方法

送水ポンプの運転操作（平常時、異常時）

機械／電気設備の維持管理方法（点検、整備、修理）

15

2 配水池
2-1 配水池 各部名称／仕様／機能の説明

水位／流量記録・管理、送水ポンプ場との連絡方法

躯体施設（水槽類）の点検・清掃方法

附属ポンプの運転操作（平常時、異常時）

機械／電気設備の維持管理方法（点検、整備、修理）

非常用電源の運転管理、保守管理方法

15

3 給水車給水拠点／

公共水栓

各部名称／仕様／機能の説明

設備の操作・点検方法

非常時・事故時に対応

10

4 管路施設／付帯設

備

管路／管種／仕様／数量の説明

弁類（仕切り弁、空気弁、排泥弁）の維持管理方法（点

検、整備、修理）

10

3-2-4-8 ソフトコンポーネント計画

本プロジェクトの実施と併せて JICA による技術協力プロジェクト「南部スーダン都市水

道公社 水道事業管理能力強化プロジェクト」が 2010 年 10 月から 2013 年 9 月まで約 3 年

間の予定で実施中であり、浄水場の運転管理能力の強化、および料金徴収体制の強化に向け

た検討、公共水栓／給水車給水車拠点の管理体制の設立支援等が行われることになってお

り、施設の維持管理に必要となる能力は強化されることから、本計画ではソフトコンポー

ネントは実施しない。
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3-2-4-9 実施工程

本プロジェクトは B 型国債案件として実施される予定であり、業務実施工程表は表 3-24

に示す通りである。

表 3-24 業務実施工程表

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

現地調査

国内作業

入札図書案の承認

入札業務 計 8.0ヶ月

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

準備工事（資機材調達・建機輸送等）

仮設工事

浄水場建設
躯体工事

浄水場機器製作・輸送

浄水場機器据付

浄水場試運転・調整
配水池建設

躯体工事

配水池設備製作・輸送

配水池設備据付

試運転・調整

送水管敷設

配水管敷設

給水管敷設

公共水栓建設

給水車用給水拠点建設

計 25.0ヶ月 後片付け

実
施
設
計

施

工



3-38

3-3 相手国側分担事業の概要

本プロジェクトの実施に当たっての相手国側負担事項は以下の通りであり、MWRI が責

任機関となって GA 署名者および被援助国側関係機関と協調して、確実に履行されるよう働

きかける。

① 施設用地（含工事用地、アクセス道路）の確保および整地（配水池／高架水槽、給水

車給水拠点、公共水栓）

② 仮設用地の確保および日本側施工業者への提供（浄水場近くに資材仮置き場として約

400m2、ジュバ市内の適切な位置に資材置き場および建設会社仮設用地として約

10,000m2）

③ 「ス」国に持ち込む物品に対する免税および円滑な通関手続きの実施および国内輸送

にかかる支援

④ 物品およびサービスの調達にかかる「ス」国内で課せられる関税、国内税金その他租

税の免税措置

⑤ 物品およびサービスの提供を行う日本人に対して業務遂行目的での「ス」国への入国

および滞在に必要な便宜供与

⑥ 本計画によって建設される施設の適正かつ効果的な維持管理

⑦ 日本側の無償資金協力により負担し得ない必要な経費の負担

⑧ 銀行取極め（B/A）および支払授権書（A/P）に伴う手数料の支払い

⑨ プロジェクト実施中における環境社会配慮の確保

⑩ 建設施設への一次側電源の引き込み（計画浄水場：500KVA、計画配水池：200KVA、

給水車給水拠点）

⑪ 地下埋設物の情報提供および掘削時の立会い

⑫ 水槽構造物および送配水管路の水圧試験用水、管洗浄用水の無償提供

⑬ プロジェクト実施に必要となる「ス」国側カウンターパート職員の配置（SSUWC、

SSUWC 本部、SSUWC ジュバ支局、パヤム責任者等を含む）

⑭ 浄水場建設予定地の樹木の伐採にかかる許可の取得と費用の負担
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3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画

(1) 計画施設の運営・維持管理体制

本プロジェクトで建設する施設のうち、取水施設から浄水施設、送配水施設を SSUWC が

管理運営を行う。公共水栓および給水車給水拠点については、既存システムでは民間管理

者あるいは住民グループ等への第三者への管理業務委託が行われているが、ジュバ支所の

水道事業の運営管理能力向上を目的として実施中の技術協力プロジェクトにおいて本計画

施設の運営方法について検討することになっている。本計画施設の運営主体の概念図を図

3-10 に示す。

本計画で建設する施設

給水車または需要者

第三者への管理
業務委託

第三者への管理
業務委託

水道公社が管理・運営

取水施設 浄水施設
配水池／
高架水槽

給水車給水
拠点

公共水栓 需要者

需要者給水車

民間事業者によ
る運営

図 3-10 本計画施設の運営主体の概念図

(2) 水道施設の維持管理

計画施設の運転操作は既存の水道施設とほぼ同一の操作方法とする方針であり、また別

途実施されている技術協力プロジェクトを通じて運転技術能力の向上が見込まれることを

踏まえると、現在の職員数を大幅に増やすことなく運転・維持管理を行うことが可能であ

ると考えられる。本計画実施後の維持管理要員は表 3-25 に示すとおり、173 名と見積もら

れ、現在の 164 名に対し 9 名の増員が必要となる。

表 3-25 本計画実施後のジュバ支局の部門別要員構成（例）

部門 主な役割 現 状 計画実施後

エリア・マネージャー ジュバ支局の水道事業運営の

管理責任者

1 名 1 名

副エリア・マネージャー エリア・マネージャーの代行 1 名（兼務） 1 名（兼務）

浄水部 浄水場／ポンプ場の運転管理 64 名（1 名兼務） 69 名（+5 名）

配水部 送配水管路の維持管理 54 名 57 名（+3 名）

財務部 会計、料金徴収 23 名 23 名

総務部 総務、一般事務 19 名 19 名
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部門 主な役割 現 状 計画実施後

人的資源開発部 勤怠管理 4 名 4 名

合 計 164 名 173 名（+9 名）

(3) 給水車給水拠点の維持管理

本計画により 8 箇所の給水拠点（合計 40 栓）が整備される計画である。既存システムで

は、2010 年に USAID の支援を通じて 3 箇所の給水拠点が整備されたところであり、2010

年 8 月現在、試験稼働中であり、給水拠点の運営体制としては民間事業者への管理委託が

試行されている。

本計画で建設する給水拠点の管理体制は、SSUWC による直営または第三者への管理委託

方式が検討されているところであり、技術協力プロジェクトの中で運営体制について検討

されることになっている。本報告書においては、先行する USAID の事例に倣って第三者に

よる委託管理が行われるものと想定する。この場合の SSUWC および第三者受託事業者との

責任範囲は概ね以下のとおりとなる。

表 3-26 SSUWC および第三者受託事業者との責任範囲（例）

SSUWC 受託事業者

- 水栓末端まで安全な水道水を所定の水圧

で給水する。

- 所定の営業時間内における運転管理者の

配置、給水施設の稼動

- 受託事業者の選定、契約に基づく施設の占

有使用許可

- 給水施設の日常点検、保全

- 受託者への販売料金、受託者が販売する小

売価格の設定

- 規定の小売価格に基づく給水車業者から

の料金徴収

- 水道メータの検診と料金請求・徴収 - SSUWC への料金支払

- 支払遅延等の規約違反事業者に対する給

水停止・契約解除

- 給水拠点の運転にかかる苦情対応

- 施設の定期点検、修繕 - 管理要員に対する賃金支払、施設修繕にか

かる補修費の負担

給水拠点の運転管理では特別な技術の習得は必要なく、中等教育レベルの学力を有する

者であれば、数日間の実習形式の講習を通して施設の機能と操作方法を習得することがで

き、支障なく運転できるものと思われる。

(4) 公共水栓の維持管理

本計画では 120 箇所の公共水栓が建設され、その運転管理はパヤム、周辺住民グループ

または民間事業者への委託により行われる。

現在、既存の水道システムでは、ムヌキおよびカトールでそれぞれ JICA および USAID

が支援した公共水栓が稼働中である。これらの管理体制は、SSUWC との契約関係において



3-41

契約主体がパヤムとなる場合と住民組織となる場合とに分かれていて、これらは表 3-27 に

示すとおりそれぞれ利点と課題がある。

SSUWC からのヒアリングを踏まえて検討した結果、水栓ごとに契約を行う方式が水道局

側にとって利点が多く、本プロジェクトの持続可能性がより担保されると思われるが、具

体的な検討については、技術協力プロジェクトの中で検討されることになっている。

表 3-27 公共水栓の管理体制についての比較

管理体制 パヤム統括管理（ムヌキ方式）

パヤムが UWC との契約主体となり、管轄

する水栓の管理と料金徴収を統括する

水栓毎管理（カトール方式）

水栓の管理者が UWC との契約主体とな

り、水栓の管理と料金徴収を行う

利 点 パヤムが責任を持つため組織化が容易

である

住民との折衝等でパヤムの調整機能が

活用できる

複数の水栓を統括管理しているため、パ

ヤム全体で財務的な均衡を保つことが

できる

水栓毎の契約なので、責任範囲が明確

で、従量制への移行が容易

パヤムの直接的影響力が小さく、UWC と

利用者との距離が近い

管理者は民間でも住民代表からでも選

定可能であり、能力の高い管理者が期待

できる

課 題 水栓単位の契約ではないため、不払い等

の事態に対して給水停止などの措置を

取りにくい

徴収係のオーナーシップが希薄になり

やすく、無駄水や過小申告等の不正が生

じる可能性がある

パヤムの権限が強く、水道事業者の意思

決定の遅れ等が生じる可能性がある

契約数が多いため、UWC の検針・徴収業

務が増大し、UWC の管理能力の強化が求

められる

水栓毎に販売水量と費用(受水費、人件

費等)が異なるが、利用者側から見て統

一料金を維持することが課題

管理者の不履行（不正・不払い等）によ

り給水停止した場合、利用者に一定期間

影響が生じる

管理者の選定方法、基準、供給規定等は技術協力プロジェクトの中で詳細を検討するこ

とになっているが、SSUWC と管理者との責任範囲は前述の給水車給水拠点の場合とほぼ同

一の内容になると考えられる。

公共水栓の管理者が周辺地域住民から成る住民グループとなる場合、開発調査で実施し

たムヌキ地区での水管理組合設立支援から得た知見によると、管理組織に参加可能な住民

は実務経験が少ない家庭の主婦層が中心であり、一般に技術の習得レベルが低いため、設

備類の操作指導と初歩的な企業会計の講習が必要と考えられる。また、一定の技術レベル

UWC

管理者

公共栓

パヤム

管理者

公共栓

管理者

公共栓

UWC

徴収係

公共栓

パヤム

徴収係

公共栓

徴収係

公共栓
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を維持するために SSUWC による定期的なモニタリングと設備の補修サービスの提供等が

必要と思われる。

3-5 プロジェクトの概略事業費

3-5-1 協力対象事業の概略事業費

(1) 日本側負担経費

表 3-28 スーダン国 ジュバ市水供給改善計画（上水道施設整備案件）

概略総事業費 約 3,485.5 百万円

ジュバ都市圏 浄水処理能力：10,800m3/日

費 目 概略事業費（百万円）

浄水場 ・ 取水施設の建設

・ 浄水処理施設の建設

・ 薬品注入施設の建設

・ 浄水池の建設

・ 送水ポンプ場の建設

1,141.9

配水池 ・ 配水池の建設

・ 高架水槽の建設

519.3

送水管 ・ 送水管敷設 251.3 3,233.1

配水管 ・ 配水本管敷設

・ 配水二次本管敷設

1,080.8

給水車給水拠点 ・ 給水車給水拠点の建設 99.2

施設

公共水栓 ・ 公共水栓の建設 140.6

実施設計・施工監理 252.4

(2) 「ス」国側負担経費

「ス」国側負担経費は表 3-29 に示すとおりである。「ス」国税制によると、無償資金協力

で調達される資機材に係る付加価値税（VAT）および輸入関税等については免税措置される。

表 3-29 「ス」国側負担経費総括表

（単位： SDG）

費 目
概略事業費

（SDG）
備 考

1) 建設用地（浄水場、配水池、給水車給水

拠点）の確保

16,875 SDG

(0.7 百万円)

公共用地のため原則無償貸与さ

れるが、配水地用地の使用許可

取得のために SSUWC が中央

エカトリア州政府に対して左記

費用を支出済み
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費 目
概略事業費

（SDG）
備 考

2) 建設用地を保全するためのフェンス 55,440 SDG

(2.3 百万円)

配水池 :272m、給水車給水拠

点:652m、60SDG/m x 924m

3) 仮設用地の借り上げ（浄水場近く資材置

き場：400m2、ジュバ市内仮設用地：

10,000m2、3 年間）

156,000 SDG

(6.3 百万円)

5.0 SDG/m2（仮定）×10,400m2

×3 年間

4) 一次側電源の引き込み 70,000 SDG

(2.8 百万円)

浄 水 場 （ 500kVA ）、 配 水 池

（200kVA)、給水拠点

100SDG/kVA×700kVA

5) 水圧試験、洗管用水の供給 10,500 SDG

(0.4 百万円)

3000m3（仮定）×3.5SDG（仮定）

6) 銀行手数料の負担 29,000 SDG

(1.2 百万円)

合 計
337,815 SDG

(13.7 百万円)

(3) 積算条件

① 積算時点 ：平成 22 年 8 月

② 為替交換レート ：1 US$ = 91.76 円

：1 SDG＝40.60 円

③ 施工・調達期間 ：詳細設計、工事の期間は、施工工程に示したとおり。

④ その他 ：積算は、日本国政府の無償資金協力の制度を踏まえて行うことと

する。

3-5-2 運営維持管理費

(1) 維持管理費

本計画施設の運営維持管理費は表 3-30 に示すとおり、年間あたり約 2.68 百万 SDG（約

108.9 百万円）であり、単位水量（有収水量）あたりでは、0.85SDG/m3（34.5 円/m3）と試

算された。

表 3-30 計画施設の維持管理費

項 目 維持管理費 摘 要
[A] 生産水量 10,800 m3/日 本プロジェクト計画施設容量
[B] 有収水率 80％ 無効率:15％、料金徴収率 95％と仮定
[C] 年間有収水量 3,153,600 m3/年 [A]/(日最大係数:1.0) x [B] x365

維持管理費
[D] 人件費 SDG 1,199,160 /年 Appendix の計算書より
[E] 電力費 SDG 755,638/年 Appendix の計算書より
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項 目 維持管理費 摘 要
[F] 薬品費 SDG 485,713/年 Appendix の計算書より
[G] スペアパーツ購入費 SDG 56,297/年 Appendix の計算書より
[H] 人材育成費 SDG 59,958/年 [D] x 5％と仮定
[I] その他 SDG 127,838/年 （[D] + [E]+ [F]+ [G]+ [H]）x5％と仮定
[J] 維持管理費合計 SDG 2,684,604/年

(108,999,714 円/年)

[D] + [E]+ [F]+ [G]+ [H]+ [I]

[K] 有収水量あたり維持管理費 SDG 0.85 /m3

(34.5 円/m3)

[J] / [C]

(注)

・ 積算価格は 2010 年 7 月時点とする。

・ 人件費は既存水道施設との生産水量で按分し、政府補助金は無いものと仮定した。（現在は

人件費を全て政府補助金で賄われている）

・ 上記[H]および[I]の率計上分は、開発調査で想定した値を費目間のバランスを考慮に入れて

見直した。

(2) 料金収入予測

現在の水道料金は固定料金制で、単位水量あたりの従量料金が定められていない。水道

事業の持続的な運営のためには、従量制を基本とする水道料金体系への改定を通じた財務

健全性の確保が不可欠である。現在実施中の技術協力プロジェクトでは、顧客台帳の整備

や料金制度にかかる検討が行われるほか、公共水栓及び給水車給水拠点の試行運用を通じ

て運営形態の検討が行われることになっており、本計画施設の完成までに適切な運営形態

および料金体系が定まっている予定である。これを踏まえて、本項における本プロジェク

ト実施後の料金収入は従量制度が採用されるものと想定する。また、現在は人件費相当分

を政府補助金に依存しているが、本計画実施後は維持管理費にかかる補助金が無い独立採

算ベースでの水道料金となるものと想定して収入予測を行う。

本項では、前項で算出した維持管理費に対して SSUWC 本部の管理費および将来の設備投

資等のための内部留保として 15％を上乗せした単価を収入予測における平均水道料金とし

て設定する。ただし、平均水道料金とは SSUWC が公共水栓および給水車給水拠点の管理者

との契約料金であり、需要者である一般住民が支払う料金とは異なる。

本プロジェクトで建設される配水系統は、全て新設かつ既存水道システムとは独立した

系統で計画されているほか、公共水栓や給水車用給水拠点には水道メータを設置される計

画である。そのため、配水系統の無効率は現在の 40%程度から 15%以下に抑えた効率的か

つ確実な配水が可能となる。また本計画で建設する給水車給水拠点および公共水栓の管理

委託者は 140 箇所に限定され、SSUWC 側の料金請求・徴収の管理が容易であること、さら

に給水の受託者は給水と同時に需要者から料金徴収を行う販売形態を取ることが想定され

ており、使用水量に応じて料金を確実に徴収できると考えられる。

収入予測は表に示すとおりであり、項目[V]：営業収支がプラスになる試算結果が得られ、

補助金無しの独立採算ベースで水道料金収入により維持管理費を賄うことができる。すな
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わち、本計画の実施により有収水率と料金徴収の確実性が向上し、水道事業収益は改善さ

れる見込みであり、独自資金による持続的な維持管理が可能となる見通しである。

表 3-31 計画施設の水道料金収入予測

項 目 収入 摘 要
[P] 有収水量あたり維持管理費 SDG 0.85/m3

前項[K]参照
[Q] 本部経費、内部留保資金 SDG 0.13 /m3

[P] x 15％
[R] 平均水道料金 SDG 0.98 /m3 [P]+[Q]

[S] 年間有収水量 3,153,600 m3/年 前項[C]参照
[T] 年間料金収入 SDG 3,090,528/年

(125,481,000 円/年)

[R] x [S]

[U] 年間維持管理費 SDG 2,684,604/年

(108,999,714 円/年)

前項[J]参照

[V] 営業収支 SDG 405,924/年

(16,481,286 円/年)

[T]－[U]

(3) 販売価格の検討

ここでは、前項までの検討結果をもとに管理者が販売する小売価格にかかる検討を行っ

た。表 3-32 の[GG]欄の販売価格の設定例で示すとおり、現行の販売価格より 50%～70%安

くしても、営業収支をプラスとすることができる試算結果となった。

表 3-32 販売価格の試算

公共水栓 給水車給水拠点
[AA] 平均水道料金（管理者が

SSUWC に支払う水道料

金）

SDG0.98 /m3

（前項[R]参照）
SDG 0.98 /m3

（前項[R]参照）

[BB] 一日あたり平均販売水量 13 m3/日

(26 ㍑/人/日 x 平均給水人

口:500 人/水栓)

384m3/日

( 給水栓一口あたり給水

量:192m3/日、一管理者あた

り 2 口を管理する)
[CC] 月あたり水購入費 SDG 382 /月

([AA] x [BB] x 30 日)

SDG 11,290 /月

([AA] x [BB] x 30 日)
[DD] 月あたり人件費

（固定費）

SDG 1,800/月

(3 名の交代制で一人あたり

人件費を SDG 600/月と仮定)

SDG 3,600 /月

(6 名の交代制で一人あたり

人件費を SDG 600/月と仮定)
[EE] 月あたり維持管理費 SDG2,182 /月

([CC] + [DD])
SDG 14,890/月
([CC] + [DD])

[FF] 損益分岐販売価格 SDG 5.60/m3

（[EE] / [BB] / 30）

･･･ジェリ缶 8.9 缶/ SDG1

SDG 1.29 /m3

（[EE] / [BB] / 30）

… 給 水 車 4m3 あ た り
SDG5.16

[GG] 販売価格設定例 20 ㍑入りジェリ缶 8 缶あた

り SDG1（…SDG6.25/m3）

( 現 行 価 格 で は 4 缶 で
SDG1…SDG12.5 /m3)

4m3あたり SDG6.0
(…SDG1.50/m3)
（現行価格では 4m3 あたり

SDG20…SDG5.0 /m3）
[HH] 月あたり収入 SDG2,437/月 SDG17,280/月
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公共水栓 給水車給水拠点

([BB]×[GG]×30 日) ([BB]×[GG]×30 日)
[II] 営業収支 SDG255 /月

[HH]－[EE]

SDG2,390 /月

[HH]－[EE]

(4) 支払可能額の分析

対象地域で実施した社会条件調査結果によると、毎月の水購入に係る支出は SDG178/世

帯/月であり、平均世帯支出の SDG1,567/世帯/月に対して 11.4%を占めている。前項で検討

した本計画施設の販売価格例を用いて水購入費を試算した結果は表 3-33 に示す通りであり、

現状の支出額に比べて大幅に低減することができる試算結果となった。水購入費が平均世

帯支出に占める割合は、[LL]欄に示すとおり、公共水栓および給水車の場合でそれぞれ 2.2%

および 5.3%という結果となった。一般に水・衛生サービスにかかる支払可能レベルは平均

世帯支出の 3～5%と言われており、給水車からの購入費が支払い可能レベルをわずかに超

える結果となった。しかしながら、社会条件調査結果によると、水道水の普及地区および

未普及地区での世帯での医療支出の平均がそれぞれ SDG73/人/年および SDG267/人/年と顕

著な差が現れており、水道水の利用により衛生環境が改善されて医療支出が低減するとい

う効果も期待できることを踏まえると、試算結果で示す支出額は許容されるべきと考える。

表 3-33 世帯あたりの水購入にかかる支出額の試算例

項目 公共水栓から購入 給水車から購入
[II] 世帯あたり 1ヶ月水購入量 26 ㍑/人/日× 7.2 人/世帯×

30 日＝5.6 m3/世帯/月

26 ㍑/人/日× 7.2 人/世帯×

30 日＝5.6 m3/世帯/月
[JJ] 購入価格 SDG 6.25 /m3

（前項[GG]参照）
SDG 15.0 /m3

（前項[GG]より給水車給水

拠 点 で の 販 売 価 格 が

SDG1.50 /m3とし、給水車か

らの購入価格が 200L ドラム

あたり SDG3.0 と仮定した）
[KK] 月あたり水購入費 SDG 35 /月

（[II]×[JJ]）

SDG 84 /月

（[II]×[JJ]）
[LL] 平均世帯収入に占める水

購入費の割合

2.2％

（[KK]÷SDG1,567）

5.3％

（[KK]÷SDG1,567）

(5) 予算手当てと妥当性の検証

上述の通り、本計画施設の維持管理費は、政府からの補助金無しに全て水道料金で賄う

ことが可能であり、なおかつ需要者への販売価格は現在の販売価格よりも安く設定するこ

とができるという試算結果が示された。また、水購入にかかる世帯支出は現在の支出額（平

均 SDG178 /月）に比べて大幅に低減することができ、許容可能であると判断された。すな

わち、計画施設の維持管理費および予算手当ては妥当であり実現可能であると考える。

ただし、本節での検証内容は協力対象である新規水道システムを対象としていて、既存
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システム(7,200m3/日)についての検討を含んでいない。既存システムは漏水のほか無駄水や

支払遅延による無収水率が高く収益性が低いことから、水道料金の改定および無収水率の

低減等を通じて既存システムの収益性を改善することが必要である。

3-6 協力対象事業実施に当たっての留意事項

2011 年 1 月に行われた国民投票の結果、南部スーダンの独立が決定付けられた。本計画

の実施工程が、新国家の独立時期と重なることが想定されるため、政情や治安情勢の変化

に特に留意する必要がある。

また、供与先が独立後の政府となる可能性があり、法制度や実施体制が十分に整ってい

ないことが想定されるため、無償資金協力事業にかかる諸手続きや先方負担事項等が円滑

に履行されるよう、相手国側関係者等に対して事前の働きかけが必要である。
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第4章 プロジェクトの評価

4-1 プロジェクトの前提条件

4-1-1 事業実施のための前提条件

(1) 建設用地／仮設用地の確保

施設建設予定地はいずれも公共用地であることが確認済みであり、土地使用許可を取得

済みである。しかしながら、配水池用地および給水車給水拠点用地は、立ち入り防止用柵

が設けられていないため、事業実施までの間に住民による占有等が行われないように、南

部スーダン政府による見回り等の対策を講じる必要がある。

また、建設時に必要となる工事用資材置き場および仮設ヤード建設のための用地（合計

約 10,400m2）が必要であり、事業実施前までに南部スーダン政府により用地確保が行われ

る必要がある。

(2) 相手国側負担事項実施

南部スーダン側の負担事項を実施するための予算措置が確実に行われ、遅滞無く履行さ

れる必要がある。

(3) 治安状況

2011 年 1 月の国民投票結果を受けて 2011 年 7 月に独立する予定となっているため治安情

勢が変化しやすくなることが予想されることから、事業実施にあたり治安状況が顕著に悪

化しないことが事業実施の前提条件である。

4-1-2 プロジェクト全体計画達成のための前提条件・外部条件

本プロジェクト全体計画達成のための前提条件として南部スーダン側が取り組むべき課

題およびプロジェクトの外部条件を以下に示す。

(1) 技術協力プロジェクトで向上する運転管理能力の活用

水道事業を運営する SSUWC の実施能力が十分ではなく、本計画で建設する水道施設の運

転・維持管理を適切に行うために必要となる能力を向上する必要があることから、本プロ

ジェクトの実施に併せて別途技術協力プロジェクト「南部スーダン都市水道公社 水道事業
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管理能力強化プロジェクト」が 2010 年 10 月から 2013 年 9 月まで約 3 年間の予定で実施中

である。技術協力プロジェクトでは、SSUWC ジュバ支所職員を対象にして水道施設の運転

維持管理能力の向上、水質管理能力の向上、財務状況に関する理解の向上が図られており、

また SSUWC 本部職員に対してジュバ支所のサポート能力を強化するための技術移転が行

われている。これら技術移転を受けた組織／職員が継続して施設管理を行い、建設後の水

道施設を適切に運転・管理する必要がある。

(2) 新設系統と既存施設系統との独立運用

新設する施設は、現在の水道の未普及地区の住民に対して給水すること目的としている

ため、所与の事業効果を得るためには既存施設とは独立した系統として運用される必要が

ある。緊急時に水融通ができるように既存系統との連絡配管を設ける計画であるが、原則

として仕切弁は閉じてあり、3-2-2 項で述べた運用ガイドラインに従って開栓の判断／指示

／記録等が行われる必要がある。

(3) 財務健全性

水道事業の持続性を確保するためには SSUWC の財務強化は重要課題であり、水道メータ

制度に基づく水道料金体系への以降や債権管理を含む対策が行われる必要がる。また、将

来施設建設のための資金調達を容易にするために、国際会計基準に準拠した財務諸表を作

成するなどの基本要件を備えるほか、SSUWC の財務体質の健全化が求められる。なお、現

在実施中の技術協力プロジェクトでは顧客管理台帳や基礎的な財務諸表の作成指導も行わ

れている。

4-2 プロジェクトの評価

4-2-1 妥当性

(1) 裨益対象および人口

対象地域の人口の 40 万人(2009 年推定)のうち、水道水の普及人口は 34,000 人（2009 年）

に過ぎず、対象地域住民の多くは安全な水へのアクセスを有していない。

本計画では現在の水道未普及地域の貧困層を含む住民が安全な水へのアクセスができる

ことを目的としており、計画給水人口は 355,300 人である。計画目標年次である 2015 年の

給水普及率は、推定人口である 679,600 人（開発調査推定）に対して 52%を占める。
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(2) プロジェクト目標とベーシック・ヒューマン・ニーズ（BHN）

現在ジュバ市住民の多くは、河川から取水した浄水処理されていない水を運搬・販売す

る給水車および水質の悪い井戸水に依存せざるを得ず、水系疾病の感染リスクが高いばか

りでなく、水購入のための支出が家計を圧迫している。

本計画は、浄水処理された安全な水を給水することにより住民の生活環境が改善するこ

とを目的としており、対象地域住民の BHN の充足に寄与する。

(3) 運営・維持管理技術

計画浄水場は、既存の浄水場と同じ処理プロセスを採用しており、運転操作も既存施設

と同様に現場での手動操作を基本としている。また、本プロジェクトと並行して技術協力

プロジェクトが実施中であり、本計画施設の完成までに水道施設の運営維持管理能力およ

び組織運営に係る能力強化が図られることになっていることから、既存の要員が適切に計

画施設を運転管理することが可能である。

(4) 中長期計画目標

南部スーダン政府の優先課題およびその事業費見積に基づき歳出の優先度を定めた

「Expenditure Priorities & Funding Needs (2008-2011)」等において、給水インフラ整備が優先

課題として位置づけられており、南部スーダンの開発政策と整合している。

(5) 収益性

本計画は、貧困層を含む多数の住民に裨益することを目的としており、収益性を志向す

る事業ではない。なお、本計画施設の維持管理費を全て水道料金で賄うことを原則として、

給水原価を算出するとともに想定される販売価格を試算した上で、支払可能額にかかる分

析を行ったところ、現在の水購入価格よりも大幅に支出が低減できる試算結果となった。

(6) 環境社会配慮

本調査で実施したプロジェクト活動の環境スコーピングの結果、事業実施を通じて深刻

な環境社会影響は生じないと判断された（添付資料－6 参照）。工事期間中および事業実施

後に想定される負の環境影響に対して、プロジェクトにおいて取りうる緩和策が明らかに

なっており、それらの対策が講じられることを条件として事業実施に係る環境認可が 2011

年 2 月に環境省より発出済みである。
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(7) 我が国の無償資金協力の制度による実施可能性

治安状況が顕著に悪化しないことを条件とすれば、特段の困難なくプロジェクトは実施

可能である。

4-2-2 有効性

(1) 定量的評価

指標名 基準値（2010 年） 目標値（2015 年）

日平均生産水量 7,200m3/日 18,000m3/日

浄水処理された安全な水にアクセスできる人口 34,000 人 389,300 人

安全な水にアクセスできる人口普及率 8% 57%

計画対象地域住民の一人当たりの浄水処理された

水使用量

0 ㍑/人/日 26 ㍑/人/日

(2) 定性的評価

① 水道水の未普及地域では年間あたり世帯人口の 56%が下痢や腸チフス等の水因性疾病

に感染しており（2010 年、社会条件調査）、安全で安定した水を利用することにより、

衛生状況が改善され水因性疾病の罹患率が低下することが期待できる。

② 対象地域での水汲み労働の 92%は婦女子が担っており、既存の公共水栓利用世帯の水

汲み時間が平均 40 分であるのに対し、未普及地域での水汲み時間は平均 1.9 時間を要

している（2010 年、社会条件調査）。本プロジェクトの結果、水汲み労働が軽減され

て婦女子の社会進出や労働の創出、子供の学習時間が増加することが期待できる。

③ 本計画で建設される水道システムと既存の水道システムとが緊急時の連絡配管で接続

されるため、事故時等における応援給水が可能となり断水被害の度合いが緩和され、

既存システムから給水を受ける約 34,000 人の給水サービスへの信頼性が向上する。

本プロジェクトは、以上の内容により、貧困層を含む 35 万人のジュバ市住民の生活環境

の改善に寄与し、前述のような効果が期待されることから、無償資金協力を実施すること

の妥当性が高く、また有効性が見込まれると判断される。
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調査団員・氏名 

 

1.  協力準備調査 

 

全体調査工程：2010 年 6月 22日（火）～8 月 8日（日） 

 

氏 名 所 属 担 当 派遣期間 

讃良 貞信 JICA 国際協力専門員 総  括 
2010. 6.22～ 

2010. 7. 2 

高嶋 清史 JICA 地球環境部 協力企画 
2010. 6.22～ 

2010. 7. 2 

任田 直人 ㈱東京設計事務所 
業務主任/施設運営維持

管理計画 

2010. 6.22～ 

2010. 8. 6 

武智 明 ㈱東京設計事務所 副業務主任/上水道計画 
2010. 7. 8～ 

2010. 8. 6 

林 善右ェ門 ㈱東京設計事務所 
浄水場施設設計/ 

機械/電気 

2010. 6.22～ 

2010. 8. 1 

岩本 宏一 ㈱東京設計事務所 
管路設計/ 

送配水施設設計 

2010. 6.22～ 

2010. 8. 1 

アロック・クマール ㈱東京設計事務所 
環境社会配慮/社会経済

条件(１)  

2010. 6.22～ 

2010. 8. 1 

小林 博 ㈱東京設計事務所 
施工・資機材調達計画/

積算 

2010. 7. 8～ 

2010. 8. 8 

ムキビ・スティーブン ㈱東京設計事務所 
環境社会配慮/社会経済

条件(2) 

2010. 7. 4～ 

2010. 8. 4 

 

2.概略設計概要説明調査 

 

全体調査工程：2010 年 12 月 3日（金）～12月 13日（月） 

 

氏 名 所 属 担 当 派遣期間 

大村 良樹 JICA 国際協力専門員 総  括 
2010.12. 3～ 

2010.12.13 

高嶋 清史 JICA 地球環境部 協力計画 
2010.12. 3～ 

2010.12.13 

任田 直人 ㈱東京設計事務所 
業務主任/施設運営維持

管理計画 

2010.12. 3～ 

2010.12.13 

小林 博 ㈱東京設計事務所 
施工・資機材調達計画/

積算 

2010.12. 3～ 

2010.12.13 
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調査行程 

 

1.  協力準備調査 

 

全体調査行程：2010 年 6月 22日（火）～8 月 8日（日） 

 

 日時  JICA 団員 コンサルタントチーム 宿泊先 

1 6/22 火 移動（羽田－関西－ドバイ） 移動（羽田－関西－ドバイ） 機内 

2 6/23 水 移動（ドバイ－ハルツーム） 移動（ドバイ－ナイロビ） ハルツーム/

ナイロビ 

3 6/24 木 在スーダン日本大使館表敬

（JICAスーダン事務所） 

移動（ナイロビ－ジュバ） ハルツーム/

ジュバ 

4 6/25 金 移動（ハルツーム－ジュバ） 

水資源灌漑省、水道公社協議

（IC/R 説明・協議） 

水資源灌漑省、水道公社協

議（IC/R 説明・協議） 

ジュバ 

5 6/26 土 サイト踏査（公共水栓・給水

車給水拠点） 

サイト踏査（公共水栓・給

水車給水拠点） 

ジュバ 

6 6/27 日 サイト追加調査（配水池） 

書類整理 

サイト追加調査（配水池） 

書類整理 

ジュバ 

7 6/28 月 ジュバカウンティー表敬 

団内協議、ミニッツ案作成 

現地調査 ジュバ 

8 6/29 火 地域協力省 表敬・案件内容

説明 

水資源灌漑省、水道公社ミニ

ッツ協議 

財務計画省表敬、案件内容説

明 

現地調査 ジュバ 

9 6/30 水 ミニッツ署名 

移動（ジュバ－ハルツーム） 

現地調査 ハルツーム/

ジュバ 

10 7/1 木 在スーダン日本大使館報告 

JICA スーダン駐在員事務所

報告 

移動（ハルツーム－ドバイ） 

現地調査 機内泊/ジュ

バ 

11 7/2 金 移動（ドバイ－関西－羽田） 現地調査 ジュバ 

 ～   現地調査 ジュバ 

44 8/4 水  テクニカルノート署名 

移動（ジュバ－ハルツーム） 

ハルツーム 

／ナイロビ 

45 8/5 木  移動（ハルツーム－ドバイ） 機内泊／ナイ

ロビ 

46 8/6 金  移動（ドバイ－成田） ナイロビ 

47 8/7 土  移動（積算団員、ナイロビ

－ドバイ） 

機内泊 

48 8/8 日  移動（積算団員、ドバイ－

成田） 
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2.概略設計概要説明調査 

 

全体調査工程：2010 年 12 月 3日（金）～12月 13日（月） 

 

 日時  JICA団員 コンサルタントチーム 宿泊先 

1 12/3 金 移動（成田－ドバイ） 移動（成田－ドバイ） 機内泊 

2 12/4 土 移動（ドバイ－ハルツーム） 移動（ドバイ－ナイロビ） ハルツーム/

ナイロビ 

3 12/5 日 JICAスーダン事務所 

在スーダン日本大使館表敬 

国際協力省表敬 

移動（ナイロビ－ジュバ） ハルツーム/

ジュバ 

移動（ハルツーム－ジュバ）  4 12/6 月 

水資源灌漑省、水道公社協議（概略設計概要説明・協議） 

ジュバ 

5 12/7 火 水資源灌漑省大臣表敬 

水道公社協議（概略設計概要説明・協議） 

サイト訪問 

ジュバ 

6 12/8 水 地域協力省表敬、案件概要説明 

中央エカトリア州インフラ省表敬、工事内容説明 

水資源灌漑省（ミニッツ協議） 

ジュバ 

7 12/9 木 GTZ 訪問 

 

現地訪問（ムヌキ・パヤム、

給水車給水拠点 No.8 代替

候補地） 

ジュバ 

   水資源灌漑省（ミニッツ協議）  

ミニッツ署名  8 12/10 金 

SSUWC 水道事業管理能力強化

プロジェクト専門家協議 

 

ジュバ 

9 12/11 土 移動（ジュバ－ハルツーム）  ハルツーム 

10 12/12 日 在スーダン日本大使館報告 

移動（ハルツーム－ドバイ） 

 機内泊 

11 12/13 月 移動（ドバイ－成田）   

 



添付資料－3 

添付資料 3-1 

関係者（面会者）リスト 

 

南部スーダン政府 水資源灌漑省（Ministry of Water Resources and Irrigation：MWRI） 

 H.E. Hon. Paul Mayom Akec 水資源灌漑省大臣 

 Eng. Isaac Liabwel C. Yol：水資源灌漑省次官 

 Mr. Laurence Muludyang：都市水道プロジェクト部長 

 Mr. Zacharia Joseph Pitia：都市水道プロジェクト職員 

 Ms. Nyasigin Deng Bar:水資源管理部 

 Mr. Simon Otowny Awijak:水資源管理部 

 Mr. Peter Jalyath Saver:水質ラボ 

 

南部スーダン政府経済計画省（Ministry of Economic Planning） 

 Mr. Aggrey Tisa Sabuni：経済計画省次官 

 Mr. Gabriel Garang Deng: 税務部長 

 

南部スーダン政府地域協力省（Ministry of Regional Cooperation） 

 Mr. George Justin Achor：地域協力省次官 

 Dr. Salwa Gabriel Berberi：地域協力省次官 

 Ms. Beatrice Khamisa Wani：多国間協力局長 

 

南部スーダン政府住宅計画省（Ministry of Housing and Physical Planning） 

 Mr. Moris Lomodong：都市衛生局長 

 Mr. Silvas Clark Amozay：住宅都市開発局長 

 

南部スーダン政府交通道路省（Ministry of Transport and Roads） 

 Mr. Otim Bong ：都市道路部 副部長 

 

南部スーダン都市水道公社（Southern Sudan Urban Water Cooperation：SSUWC） 

 Mr. Chamjok Chung Wiitour：総裁 

 Mr. Khor Guang Loa: 総裁代理 

 Mr. Santurino Tongun：本部水道部長 

 Mr. Peter Toburu:本部水道部技師 

 Mr. Samuel Taban Longa：ジュバ支所長 

 Mr. Hassan Aggery Yousif：ジュバ支所副支所長 

 Mr. Joseph Ebere Amosa：前総裁代理 

 

セントラルエカトリア州（Central Equatoria States） 

 H.E. John Lado Tombe: 社会基盤省大臣(Minister of Physical Infrastracture) 

 Mr. Louis Gore George：社会基盤省(Ministry of Physical Infrastructure) 

 Mr. Emmanuel Matayo Wani：社会基盤省(Ministry of Physical Infrastructure)  

 Mr. Martin：社会基盤省(Ministry of Physical Infrastructure) 

 

ジュバ・タウン・パヤム（Juba Town Payam） 

 Mr. Mathew Ladu：パヤム局長（Payam Director） 

 Mr. Dominic Pitia:パヤム技師（Payam Engineer） 
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カトール・パヤム（Kator Payam） 

 Mr. Daniel Ali:パヤム技師（Payam Engineer） 

 

ムヌキ・パヤム（Munuki Payam） 

 Mr. Alison Samuel：パヤム技師（Payam Engineer） 

 

ノーザン・バリ・パヤム（Northern Bari Payam） 

 Mr. Martin ：パヤム副局長（Deputy Payam Director） 

 Mr. Isaac Kenyi Scopas:パヤム職員（Payam Officer） 

 

国際機関 

 Mr. Norbert Hagen:GTZ 専門家 

 Mr. Josef Ehrmann：GTZ 専門家 

 Mr. Kola Farakode ：Louis Berger Group (USAID SISP 水・衛生エンジニア)  

 

在スーダン日本大使館 

 中島 洋一 参事官 

 村上 裕公 書記官 

 

JICA スーダン事務所 

 宍戸 健一 所長 

 松岡 秀明 所員 

 

JICA 南部スーダン・フィールド事務所 

 和田 康彦 次長 

 玉利 清隆 所員 

 大嶋 健介 所員 

 飯島 淳  所員 
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(1) インセプション協議（2010 年 6月 30 日）

(2) 概略設計概要説明協議（2010 年 12 月 10 日）

(3) テクニカル・ノート（2010 年 8月 4日）
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